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資料１ 
 

 

養蜂振興法に係る局長通知改正等に関する全国説明会 

 

議事次第 

 

 

日時：令和５年 12 月 21 日（木） 14:00～15:30 

 

場所：オンライン（Microsoft Teams） 

 

 

 

１ 開会 

 

２ 挨拶 

 

３ 議事 

 

（１）生産局長通知の改正等について 

 

（２）その他 

 

４ 閉会 

 



養蜂振興法に係る局長通知改正等に関する全国説明会
出席者名簿

【一般社団法人　日本養蜂協会】
羽佐田　康幸 副会長
栁下　浩幸 副会長
沖　浩幸 常務理事
斉藤　直也 理事
石塚　武夫 理事
鈴木　晴雄 理事
正札　博 理事
水谷　俊介 理事
中村　誠一　 理事
光源寺　毅寿 理事
中田　茂富 理事
西岡　千年 理事
長沼　久雄 監事
望月　靖夫　 監事
枝次　秀樹 監事

【都道府県庁の養蜂担当者】
北海道 牧野　光伸 茨城県 佐藤　和美
青森県 福士　超文 栃木県 小澤　優子
岩手県 川畑　洋 栃木県 小澤　優子
秋田県 工藤　真紀子 栃木県 金子　大成
秋田県 川畑　海渡 栃木県 保坂　眞妃
秋田県 岸　秀一 栃木県 関口　あゆみ
秋田県 本間　秀太朗 栃木県 山田　玲菜
秋田県 安原　あさみ 栃木県 齊藤　かおり
秋田県 高山　美樹 栃木県 髙橋　孝志
秋田県 佐々木　浩一 群馬県 鈴木　治雄
秋田県 加藤　栞奈 群馬県 樋口　明宏

秋田県 田口　ありさ 群馬県 野末　紫央
秋田県 菊地　智貴 群馬県 森　あゆみ
山形県 森　大輝 群馬県 中島　翔一
福島県 齋藤　大士 群馬県 松浦　俊幸
福島県 武田　枝理 群馬県 南部　雪江
福島県 伊藤　等 埼玉県 武末　寛子
福島県 稲見　健司 埼玉県 青山　達也
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【都道府県庁の養蜂担当者】
千葉県 川瀬　晶 愛知県 岡地　啓之
東京都 山本　光生 愛知県 工藤　雅之
東京都 八巻　尚 愛知県 山田　眞理
東京都 山田　直登 愛知県 大谷　咲良
東京都 簑原　文子 愛知県 杉山　尚美
東京都 坂本　萌 三重県 高山　宜大
東京都 中尾　未央 滋賀県 内本　智子
東京都 西内　遼祐 京都府 山田　怜奈
東京都 佐藤　朋代 大阪府 勝井　一恵
東京都 吉倉　陽華 奈良県 森下　星子
神奈川県 髙田　陽 奈良県 中西　晶
神奈川県 井澤　清 和歌山県 佐藤　百合子
新潟県 板屋　恵一 鳥取県 黒松　直人
富山県 山下　智也 広島県 谷口　大
富山県 岩本　智恵子 広島県 西村　亜希子
石川県 高畠　咲季 山口県 伊藤　優太
福井県 朝倉　利江 香川県 矢野　敦史
山梨県 宮村　采 愛媛県 西野　由里絵
長野県 西村　瞳 福岡県 因　千裕
長野県 野網　莉子 佐賀県 吉開　直志
長野県 市川　一喜 長崎県 西村　眞理子
長野県 和田　美佐 熊本県 赤星　勇光
長野県 尾上　綾 大分県 畑尾　洋一
長野県 浦野　洋一 大分県 吉松　尚子
長野県 倉田　庄一郎 宮崎県 津曲　明美
岐阜県 柴田　佳奈 鹿児島県 岩川　眞弥
静岡県 本田　圭美 沖縄県 長岡　杏実
愛知県 成瀬　俊一

【都道府県の養蜂組合（協会）】
岩手県 藤原　誠徳 栃木県 小野田　裕一
岩手県 土屋　勲 埼玉県 中島　敏行
宮城県 吉田　翔子 千葉県 平　利憲
秋田県 西村　隆作 東京都 福原　保
山形県 鈴木　新栄 東京都 河辺　穂奈美
栃木県 大橋　孝大 東京都 柳　静花
栃木県 岩出　修二 神奈川県 人見　俊也
栃木県 島田　誠一 新潟県 斎木　勇
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【都道府県の養蜂組合（協会）】
富山県 松田　健司 広島県 升田　幸司
長野県 岩波　金太郎 山口県 時津　佳徳
長野県 佐野　友治 佐賀県 嶺川　敬亮
静岡県 松永　章宏 熊本県 緒方　潤
三重県 長谷川　洋 沖縄県 山口　進
滋賀県 塚本　隆之 永田　行太朗
京都府 水田　大策 及川　雅彦
大阪府 石崎　隆則 渡辺　宏
兵庫県 巽　和宏 井田　好昭
和歌山県 大出　満寿雄 景山　心悟
島根県 石田　政樹 本間　志朗
島根県 宇谷　彰訓 権田　康峰

【大学関係者】
佐々木　哲彦
坂本　文夫
西村　光男
続木　梨愛

【農研機構研究員】
前田　太郎
芳山　三喜雄
畠山　正統

【その他・地域の養蜂団体等】
藤原　誠太
河村　千影
池田　裕子
江藤　梢
吉田　エマ
箕輪　保男
山本　なお子
村山　邦彦
浦辺　紀
村上　純一
梶山　正信
丸山　純一
久保　亜由美

畜産研究部門
生物機能利用研究部門

京都先端科学大学
玉川大学

九州大学

農業環境研究部門

なし
なし
スタッフ
行政書士梶山正信事務所　代表
NPO法人理事
なし

日本在来種みつばちの会 (全国組織) 会長
日本はちみつマイスター協会　代表理事
日本はちみつマイスター協会　事務局
代表取締役
かえるやはちみつ
趣味養蜂家
養蜂グループリーダー
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以上３名



【その他・地域の養蜂団体等】
河野　いおり
江田　和行
工藤　正明
金原　賢治
真貝　理香
見上　孝
玉城　達矢
新澤　豊
桂　政彦
角橋　則孝
玉城　達矢
木村　澄
光畑　雅宏
坂井　厚志
関　弥生
江崎　純子
はやし　ひさお
越智　孝
中川　穣
濱村　孝信
新澤　豊
Kitano 
立山　貴裕
高岸　正憲
林　知史
上村　忍
白金　丈英

深須　布美子
深見　治一
菅野　真衣
梅若　幸子
日蜂兵庫
志賀　祐一

所長

トウヨウミツバチ協会　会員
なし
個人養蜂
みつばちラム　代表
総合地球環境学研究所・外来研究員

有限会社ビーライン　代表者

楽ワーク福祉作業所管理者
ニホンミツバチ保存会会員(茨城県)
個人事業主
公益社団法人群馬県畜産協会　主任（群馬県養蜂協会事務局団体
楽ワーク福祉作業所　管理者
プラチナバイオ(株）リサーチフェロー
アリスタライフサイエンス株式会社
日本農薬株式会社　総合研究所　テクニカルアドバイザー
研究者
日本在来種みつばちの会　会員
趣味の養蜂

西武造園株式会社　管理運営統括部　事業運営課　課長補佐

社会福祉法人武蔵野会リアン文京　課長
なし
ニホンミツバチ保存会事務局員
なし
養蜂家
個人

とみやはちみつプロジェクト推進協議会（ＮＰＯ法人ＳＣＲ）

株式会社京都ニホンミツバチ研究所　取締役
なし
趣味養蜂家

特になし
（株）京都二ホンミツバチ研究所　役員

代表理事
なし
株式会社週末養蜂代表取締役
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【その他・地域の養蜂団体等】
植松　正博
脇田　かおり

【地方農政局等】 【農林水産省】
北海道農政事務所 坂上　友梨 畜産局審議官 関村　静雄
関東農政局 松沼　理江子 畜産局畜産振興課長 郷　達也
関東農政局 大門　憲明 畜産局畜産振興課畜産技術室長 葛谷　好弘
北陸農政局 余田　健二 畜産局畜産振興課課長補佐 信戸　一利
北陸農政局 稲村　旭 畜産局畜産振興課係員 今野　裕泰
東海農政局 緒方　知成 畜産局企画課 鈴木　雅子
近畿農政局 津江野　香織 消費安全局畜水産安全管理課 織田　翔太郎
近畿農政局 村田　樹果 消費安全局畜水産安全管理課 岩田　啓
中国四国農政局 西元　薫 消費安全局動物衛生課 山木　陽介
九州農政局 笹澤　将史
沖縄総合事務局 新垣　大介
動物検疫所 山野　詩織
動物検疫所 永田　彩華

総務長
東広島市志和堀地域センターセンター長
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資料３ 
 

1 

養蜂振興法に係る局長通知改正等のポイント 
 
１ 経緯 

養ほう振興法の一部を改正する法律（平成 24年法律第 45号）が平成 25年１月１日に施行されてから、10年以上が経過しま

した。この間、新たに養蜂を始められる方々が増加する一方、蜜源植物の植栽面積は減少傾向で推移し、結果として園芸作物の

花粉交配用蜜蜂の確保が困難になりかねない懸念が明らかになってきました。 

このため、農林水産省主催により、「養蜂振興に係る勉強会」を令和５年９月 29日（金）（第１回）及び 10月 31日（火）（第

２回）に開催し、都道府県における蜂群配置調整の現状と課題について情報共有いたしました。 

本勉強会により明らかとなった課題を解決するため、令和５年 11月 30日付で「養蜂振興法の施行について（平成 24年 11月

1日付け 24生畜第 1518号農林水産省生産局長通知）の一部改正について」等を発出することといたしました。 

 

２ 今回の改正のポイント 
 

課 題 対 応 

 「業として蜜蜂の飼育を行う者（養蜂業者）」の

範囲の明確化及び拡大（法第３条第１項関係） 

 

 局長通知の改正（１の（２）関係） 

○ 養蜂業者の範囲を拡大し、反復継続して蜜蜂の飼育を行っていれば養

蜂業者であるとし、例外の範囲から趣味を削除するとともに、試験研究

用又は小規模に飼育する自家用の個人に限定するよう改正した。 

 

（留意点） 

① 趣味であるか譲渡を目的としているか否かにかかわらず、反復継続し

て飼育していれば養蜂業者とした。 

② 試験研究用又は自家用であっても、個人以外の者は、養蜂業者とした。 

 

 課長通知（Ｑ＆Ａ）の改正（問３関係） 

○ 局長通知の改正の内容をより詳細に解説した。 
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課 題 対 応 
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課 題 対 応 

 飼育届と蜂群配置調整の関係の明確化（法第８

条関係） 

法第３条の届出の受理をもって飼育が許可された

ものと誤解する者がいる。 

 局長通知の改正（別記様式第１号の【提出に当たっての留意事項】） 

○ 「蜜蜂飼育届・飼育変更届」の参考様式に、「本届出の提出後、法第８

条に基づき、都道府県から蜂群配置調整等に必要な場合は協力を求める

ことがある」との内容を追記し、届出の提出者が、届出受理後に蜂群配

置調整等が行われることを認識できるよう改正した。 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の１の（３）及び３関係） 

○ 局長通知の改正に沿って、届出を提出した者に、蜜蜂を飼育するにあ

たり都道府県による蜂群配置調整が行われることを認識させていただき

たいことを記載した（記の１の（３））。 

 

○ また、都道府県は、蜂群配置調整の必要性等について、理解醸成に努

めることも記載した（記の１の（３））。 

 

○ 法第８条第１項の「その他必要な措置」の１つとして、都道府県は蜂

群配置調整に応じない届出者に対し、協議に応じることを強く促すこと

ができる旨を記載した（記の３）。 

 個人情報の取扱い 

事前に個人情報の利用について同意が得られるよ

うにしていただきたい。 

 局長通知の改正（２の（５）、別記様式第１・２号関係） 

○ 「蜜蜂飼育届・飼育変更届」及び「蜜蜂転飼許可申請書」の参考様式に

「個人情報の①利用目的、②安全管理措置、③第三者へ提供する場合の

範囲」との内容を追記し、届出又は申請時に、法の目的の範囲内におい

て個人情報を利用することについて、同意を得られるよう改正した。 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の１の（２）関係） 

○ 改正局長通知の別記様式第１号を参考に個人情報の利用について予め

同意を得るよう記載した。 
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課 題 対 応 

 平成 24年法改正時の届出対象者の拡大の背景の

周知 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の１の（１）関係） 

○ 平成 24年法改正において、届出対象者の範囲が拡大された背景及び目

的は、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な実施を図る目的

であった旨を記載した。 

 都道府県による厳正かつ的確な法執行 

 

 課長通知（Q＆A）の改正（問 17関係） 

○ 改善されない場合の運用（問 18）に加え、養蜂業者に対する都道府県

の立入検査の運用について、「必要であると認める場合は、積極的に実

施するべき」と改正した。 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の５関係） 

○ 都道府県の状況に応じ、法令の目的に反しない範囲内において、条例

を制定することができる旨を追加した。 

 蜂群配置調整にあたっての全国統一基準の提示 

 

 局長通知の改正（10関係） 

○ 都道府県が蜂群配置調整において重視すべき事項として、法第１条の

規定を踏まえ、花粉交配用蜜蜂の安定供給、国民への甘味資源の提供、

蜜源植物の保護増殖に関する取組を特に勘案すべき旨を明記した。 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の３関係） 

○ 局長通知の改正の内容をあらためて記載した。 

 新規参入する養蜂家への技術的指導 

 

 課長通知（運用通知）の再発出（記の 4関係） 

○ 都道府県に対し、新規養蜂家に対し養蜂を始めるに当たっての責任や

リスク等について説明し、地域の実情に詳しい者が行う講習会を受講す

ること等が望ましい旨を周知することを奨励する旨を記載した。 
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課 題 対 応 

 反復利用されている「自然巣洞」「重箱式」の取

扱い 

反復利用されないと考えられていた「重箱式」の巣

箱であっても、反復利用されている場合は、疾病のま

ん延防止の観点から届出させる必要がある。 

 課長通知（Q＆A）の改正（問 7関係） 

○ 「自然巣洞」、「重箱式」等の飼育方法であっても、反復利用している

場合にあっては、届出が必要となる旨を変更した。 

 



○写  
５畜産第1921号  

令和５年11月30日  

 

 

地方農政局長 

北海道農政事務所長     殿 

内閣府沖縄総合事務局長 

 

 

農林水産省（※１）畜産局長  

 

 

養蜂振興法の施行について（平成 24 年 11 月 1 日付け 24 生畜第 1518 号農

林水産省生産局長通知）の一部改正について 

  

養蜂振興法（昭和 30 年法第 180 号）及び養蜂振興法施行規則（昭和 30 年農林省令

第 45 号）の施行に関する留意事項を別紙のとおり改正しましたので、貴職から貴局

（※２）管内の都道府県に周知頂くとともに、法令の円滑かつ確実な運用を図るため

指導方よろしくお願いいたします。 

 

（施行注意） 

※１ 内閣府沖縄総合事務局宛は「農林水産省」と記載する。 

※２ 北海道農政事務所宛は「貴農政事務所」と記載する。 

 

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
資料 ４



（別紙） 
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制定   平成24年11月１日付け24生畜第1518号 

一部改正 令和２年12月25日付け２生産第1657号 

一部改正 令和５年11月30日付け５畜産第1921号 

 

 

養蜂振興法の施行について 

 

 

１ 蜜蜂の飼育を行う者について 

（１）養蜂振興法（昭和30年法律第180号。以下「法」という。）における飼育とは、

蜂群、蜂蜜等に対し所有又は占有の意思を持って、巣箱・巣洞等の設置、給餌の

実施、投薬等の行為のいずれかを行うことをいい、野生の蜜蜂を観察し、当該蜂

群から採蜜等を行う場合は飼育には含まれないものと解されたい。 

（２）法第３条第１項に規定する「業として蜜蜂の飼育を行なう者」とは、反復継続

して蜜蜂の飼育を行う者又は蜜蜂、蜂蜜、蜜ろう、ローヤルゼリー等を譲渡する

ことを目的として、蜜蜂の飼育を行う者をいう。ただし、試験研究の用に供する

ため又は蜜蜂を小規模に飼育し、かつ、蜂蜜、蜜ろう、ローヤルゼリー等を自家

用に供するため飼育する個人を除く。 

 

２ 蜜蜂を飼育する者の届出について 

（１）養蜂振興法施行規則（昭和30年農林省令第45号。以下「省令」という。）第１条

第２項第１号に規定する「農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂の飼育を

行う場合」とは、花粉受精を行おうとする自らの農作物等の作付規模に対して妥

当な数の蜜蜂を、花粉受精のために必要な期間のみ飼育する場合に限られ、自ら

の農作物等の作付規模に比べて著しく過大な数の蜜蜂を飼育している場合、通年

飼育を行っている場合等は含まれないと解されたい。 

（２）各都道府県におかれては、法第３条第１項の規定に基づく届出義務違反が疑わ

れる事例が発生した場合には、当該事例の態様に応じて、個別に都道府県知事が

省令第１条第２項第３号の規定による届出義務の除外の適用について判断する

ことが可能であると解されたい。なお、省令第１条第２項第３号の規定による届

出義務の除外を行うに当たり、都道府県知事が届出を要しないと認める場合の目

安を予め公表するよう努められたい。 

（３）各都道府県におかれては、省令第１条第２項第３号の規定による届出義務の除

外を行うに当たり、法第３条第４項に規定する｢他の都道府県の区域を飼育の場

所とするものがある｣場合については、その住所地を管轄する都道府県において

届出を要しないと認める場合であっても、届出義務を除外すべきではないと解さ

れたい。 

（４）省令第１条第２項第１号及び第２号の規定に該当する場合並びに蜜蜂を飼育せ

ずに観察、採蜜等を行っている場合についても、各都道府県における養蜂の実情

その他の事情を勘案し、条例、規則その他の定めにより、飼育の届出を求めるこ

とは差し支えないと解されたい。 

（５）各都道府県におかれては、法第３条第１項の規定による届出については、別記
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様式第１号を参考に様式を定め、蜜蜂の飼育を行う者に対し、届出を行うよう指

導されたい。また、法第３条第３項の規定による届出事項の変更に係る届出につ

いても、別記様式第１号を参考に様式を定め、変更後速やかに届出を行うよう指

導されたい。 

なお、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な実施のため、届出後の

蜂群配置調整や、届出事項の関係者への情報提供が必要となる場合があることか

ら、別記様式第１号及び別記様式第２号の記載内容を参考に、蜜蜂飼育届・飼育

変更届の提出又は蜜蜂転飼許可申請書の申請の際、法の目的の範囲内において個

人情報を利用することについて、届出者又は申請者の同意を得るよう努められた

い。 

（６）法第３条第４項の規定による他の都道府県の知事への通知については、各都道

府県の事務負担軽減を図るため、原則として電子メールで通知されたい。なお、

電子メールでの通知に当たり、個人情報保護の観点からセキュリティの確保には

十分注意されたい。 

 

３ 転飼養蜂の規制について 

（１）法第４条第１項に規定する「他の都道府県の区域内に転飼しようとする」とは、

養蜂業者が現に蜜蜂を飼育している都道府県の区域から他の都道府県の区域内

に蜜蜂を移動して飼育することをいう。従って養蜂業者が住所地以外の都道府県

の区域からその住所地を管轄する都道府県の区域内に転飼しようとする場合に

ついても、法第４条第１項の規定が適用されるものと解されたい。 

なお、時期的順序を定めて同一都道府県の区域内の２か所以上の場所に転飼し

たい旨の申請があった場合には、最初の転飼については法第４条第１項の規定に

基づき許可をするものとし、以後の転飼については都道府県の条例、規則その他

の定めに基づき規制するものと解されたい。 

ただし、同一期間内に、時期的順序を定めないで、２か所以上の場所への転飼

の許可申請があった場合には、そのすべての転飼について同条第１項の規定を適

用するものと解されたい。 

（２）地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平成11年法律第

87号）が平成12年４月１日より施行され、転飼の許可に係る事務は自治事務とな

っているところであり、これまでどおり条例、規則その他の定めにより、規制す

ることができるものと解されたい。 

また、同一都道府県内の転飼については、法第４条の規定の適用を受けないが、

これまでどおり条例、規則その他の定めによって規制することができるものと解

されたい。 

 

４ 許可の申請について 

（１）各都道府県におかれては、法第４条第１項の規定に基づく転飼許可申請につい

ては、別記様式第２号を参考に様式を定め、養蜂業者に対し、申請を行うよう指

導されたい。 

（２）許可申請書には、転飼しようとする場所の土地管理者の土地貸与承諾書を添付

するよう指導されたい。 
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５ 転飼の許可について 

転飼の許可に当たっては、本法が蜂蜜、蜜ろう及びローヤルゼリー等の増産並び

に花粉受精の効率化を目的としている趣旨に鑑み、定飼養蜂業者と転飼養蜂業者と

の蜂群の分布を調整の上、蜜源に対し蜂群数が著しく過剰にならない限り蜂群の転

飼を許可されたい。このため、必要に応じて、都道府県、各地域等の蜜蜂飼育者の

代表及び学識経験者等で構成される蜜蜂転飼調整委員会のような適当な諮問機関

を設置することが望ましい。 

 

６ 転飼規制に関する手数料について 

法第４条第１項の規定に基づく転飼許可の申請に係る手数料については、地方自

治法（昭和22年法律第67号）第228条第１項及び地方公共団体の手数料の標準に関す

る政令（平成12年政令第16号。以下「政令」という。）の規定に基づき、政令で定め

られた金額を標準として、条例により定める必要がある。 

なお、都道府県の区域内の転飼に係る手数料については、各都道府県の手数料条

例によってさしつかえない。 

 

７ 蜜蜂の適切な管理について 

法第５条第２項の規定に鑑み、蜜蜂の適切な管理の一層の推進に努められたい。 

なお、蜜蜂の適切な管理の推進に当たっては、同項の規定に例示されている指針

の策定及び周知に代わり、講習会の実施、蜜蜂を飼育する者への戸別指導等、各都

道府県の養蜂の実情に応じた方法によって行うことも可能と解されたい。 

 

８ 蜜源植物の保護増殖について 

法第６条第２項の規定に鑑み、蜜源植物の保護増殖の一層の推進に努められたい。 

なお、蜜源植物の保護増殖に当たっては、養蜂振興のみを目的とした蜜源植物の

定植は財政的な負担を徒に増大させるおそれがあるため、公有林、街路樹、公園等

の整備の際に蜜源となる樹種を選定すること、田畑の被覆植物としてレンゲ、なた

ね等の蜜源となる作物を奨励すること等により、関係部局と連携しながら効率的な

方法で施策を講じられたい。 

 

９ 蜂蜜の表示について 

法第７条第１項に規定する「蜂蜜を精製して販売することを業とする者」とは、

採取した蜂蜜を精製して販売する行為を業として継続反復して行う者をいい、同条

第２項に規定する「蜂蜜の販売を業とする者」とは、精製された蜂蜜の販売を業と

して継続反復して行う者をいう。したがって、採取した蜂蜜をそのまま販売するこ

とを業とする者及び当該者から採取した蜂蜜を買い受けて、精製することなく他に

転売する者には本条は適用されないものと解されたい。 

なお、省令第５条の規定による証紙又はレーベルの大きさ及び様式については、

その容器の形状、大きさ等により適当なものとするよう指導されたい。 

 

10 蜂群配置の適正の確保等を図るための都道府県の措置について 

法第８条第１項の規定に鑑み、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な

実施の一層の推進に努められたい。なお、蜂群配置の適正の確保等に当たっては、
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蜜蜂を飼育する者その他の関係者に対し、法第１条の規定を踏まえ、花粉交配用蜜

蜂の安定供給、国民への甘味資源の提供、蜜源植物の保護増殖に対する取組等の養

蜂の社会的意義を特に勘案するとともに、生物多様性の確保、食育の推進等につい

ても考慮の上、公正な話合いを通じて蜂群の分布調整を行うよう指導されたい。 

 

11 立入検査について  

法第９条第２項の規定に基づく身分証明書については、別記様式第３号を参考に

様式を定められたい。 

 

12 罰則の適用について  

法第12条及び第14条の規定に基づく罰則の適用に当たっては、違反事例の態様

を十分検討の上、指導により改善の見込みがある場合にまで徒に適用することが

ないよう運用されたい。 

 

 

附 則 

１ この改正は、令和５年 11 月 30 日から施行する。 

２ この通知による改正の前の養蜂振興法の施行について（平成 24 年 11 月 1 日付け

24 生畜第 1518 号農林水産省生産局長通知）については、なお従前の例による。 
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様式第１号 

蜜 蜂 飼 育 届 ・ 飼 育 変 更 届 

 

 

年  月  日 

 

 

都道府県知事 殿 

 

 

現住所 

電話番号※１ 

氏名又は名称及び代表者氏名 

 

 

養蜂振興法第３条第１項又は第３項の規定により下記のとおり（蜜蜂飼育届・

蜜蜂飼育変更届）を提出します。 

 

記 

 

１ 年  月 日現在蜜蜂飼育状況 

飼 育 場 所※２ 飼 育 蜂 群 数 

 （うち日本蜜蜂  ） 

 

２ 年蜜蜂飼育計画※３ 

飼育場所※２ 飼 育 予 定 

最大計画蜂群数 
飼育期間 

 
 

（うち日本蜜蜂  ） 
１月１日から 月 日まで 

 
 

（うち日本蜜蜂  ） 
 月 日から 月 日まで 

 
 

（うち日本蜜蜂  ） 
 月 日から 月 日まで 

 

３ 個人情報の取扱いに当たっては以下の内容について、同意します。 

① 個人情報の利用目的：都道府県は、養蜂の振興（蜂群の配置調整、蜜蜂の防

疫、農薬被害の防止及びその他の養蜂の振興）に必要な範囲内においてのみ利

用する。 

② 個人情報の安全管理措置：都道府県は、取り扱う個人情報の安全管理のため、

安全管理に関する取扱規程等の整備及び実施体制の整備を講じる。 

③ 個人情報の第三者への提供：都道府県は、個人情報を第三者に提供するに当
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たり、次の場合を除き、本人の同意なく第三者に個人情報を提供しない。 

・法令に基づく場合 

・都道府県の管理監督の下、蜂群の配置調整、蜜蜂の防疫、農薬被害の防止及

びその他養蜂の振興に必要な範囲内で関係者（蜜蜂飼育者、市町村、他の都

道府県）並びに関係機関等の協力が必要な場合 

 

備考 

※１電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 

※２飼育場所は、巣箱の配置場所が確認できる情報（番地、号並びに必要に応じ

緯度及び経度）を記入すること。なお、地図の添付等でも可とする。 

※３飼育計画は１月１日から 12 月 31 日までについて記入すること。 

 

【提出に当たっての留意事項】 

養蜂振興法第８条第１項の規定に基づき、都道府県は、蜂群配置の適正の確保

及び防疫の迅速かつ的確な実施を図るため、蜂群配置に係る調整等の必要な措

置を講じるものとされており、蜜蜂の飼育を行うに当たっては、周辺の蜜蜂飼育

者と配置調整が必要となる場合があります。本届出の提出後、同法第８条第２項

の規定に基づき、都道府県から、蜂群配置に係る調整等のため特に必要があると

認めるときは、蜜蜂の飼育の状況等に関し、必要な協力を求められることがあり

ます。 
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様式第２号 

 

蜜 蜂 転 飼 許 可 申 請 書 
 

年  月  日 
 

都道府県知事 殿 
 

現住所 
電話番号※1 

氏名又は名称及び代表者氏名 
 
下記のとおり転飼したいので許可願いたく養蜂振興法第４条第１項の規定により

申請します。 
 

記 
 
転飼しようと
する場所※２ 

左の土地所有
者住所氏名 

最大計画
蜂群数 

転飼期間 飼育者 
住所氏名 

   
（うち日本
蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

   
（うち日本
蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

   
（うち日本
蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

 
個人情報の取扱いに当たっては以下の内容について、同意します。 
① 個人情報の利用目的：都道府県は、養蜂の振興（蜂群の配置調整、蜜蜂の防疫、
農薬被害の防止及びその他の養蜂の振興）に必要な範囲内においてのみ利用する。 

② 個人情報の安全管理措置：都道府県は、取り扱う個人情報の安全管理のため、
安全管理に関する取扱規程等の整備及び実施体制の整備を講じる。 

③ 個人情報の第三者への提供：都道府県は、個人情報を第三者に提供するに当た
り、次の場合を除き、本人の同意なく第三者に個人情報を提供しない。 
・法令に基づく場合 
・都道府県の管理監督の下、蜂群の配置調整、蜜蜂の防疫、農薬被害の防止及び 
その他の養蜂の振興に必要な範囲内で関係者（蜜蜂飼育者、市町村、他の都道
府県）並びに関係機関等の協力が必要な場合 

 
備考 
※１電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 
※２転飼しようとする場所は、巣箱の配置場所が確認できる情報（番地、号並び

に必要に応じ緯度及び経度）を記入すること。なお、地図の添付等でも可と
する。 
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様式第３号 

（表） 

      

養
蜂
振
興
法
第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り 

立
入
検
査
を
す
る
職
員
の
身
分
証
明
書 

     

（
罰
則
） 

第
十
三
条  

第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
報
告
を
せ
ず
、
若

し
く
は
虚
偽
の
報
告
を
し
、
又
は
同
項
の
規
定
に
よ
る
検
査

を
拒
み
、
妨
げ
、
若
し
く
は
忌
避
し
、
若
し
く
は
同
項
の
規

定
に
よ
る
質
問
に
対
し
て
答
弁
を
せ
ず
、
若
し
く
は
虚
偽
の

答
弁
を
し
た
者
は
、
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。 

 

 

（裏） 

養
蜂
振
興
法
（
抄
） 

 

（
報
告
及
び
立
入
検
査
） 

第
九
条 

 

都
道
府
県
知
事
は
、
こ
の
法
律
の
施
行
に
必
要

な
限
度
に
お
い
て
、
養
蜂
業
者
に
対
し
、
蜜
蜂
の
飼
育
の

状
況
に
関
し
報
告
を
求
め
、
又
は
そ
の
職
員
に
、
そ
の
者

の
事
務
所
、
事
業
所
そ
の
他
必
要
な
場
所
に
立
ち
入
り
、

蜜
蜂
の
飼
育
の
状
況
若
し
く
は
巣
箱
、
書
類
そ
の
他
の
物

件
を
検
査
さ
せ
、
若
し
く
は
関
係
者
に
質
問
さ
せ
る
こ
と

が
で
き
る
。 

２ 
 

前
項
の
規
定
に
よ
り
立
入
検
査
を
す
る
職
員
は
、
そ
の

身
分
を
示
す
証
明
書
を
携
帯
し
、
関
係
者
に
提
示
し
な
け

れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 
 

第
一
項
の
規
定
に
よ
る
立
入
検
査
の
権
限
は
、
犯
罪
捜

査
の
た
め
に
認
め
ら
れ
た
も
の
と
解
釈
し
て
は
な
ら
な
い
。 

   
 

第 
 
 
 
 

号 
 
 

年 
 

月 
 

日
交
付 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

氏 
 

名 

 
 
 

官 

職 

 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

生
年
月
日 

 

・用紙の大きさは、縦 90 ㍉、横 120 ㍉とし、中央点線で二つ折りとすること。 

写 

真 

写真のサイズは

縦 30 ㍉、横 
25 ㍉ 



○写  
５畜産第1925号  

令和５年11月30日  

 

 

地方農政局生産部長 

北海道農政事務所生産経営産業部長  殿 

内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 

 

 

農林水産省（※１）畜産局畜産振興課長  

 

 

養蜂振興法の施行に関するＱ＆Ａ（平成 24 年 11 月 1 日付け 24 生畜第

1581 号生産局畜産部畜産振興課長通知）の一部改正について 

  

 

今般、養蜂振興法の施行について（平成 24 年 11 月 1 日付け 24 生畜第 1518 号農林

水産省生産局長通知）が一部改正されたところです。 

つきましては、養蜂振興法の施行に関するＱ＆Ａを別紙のとおり改正しましたので、

貴職から貴局（※２）管内の都道府県に対し周知願います。 

 

（施行注意） 

※１ 内閣府沖縄総合事務局宛は「農林水産省」と記載する。 

※２ 北海道農政事務所宛は「貴農政事務所」と記載する。 

  

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
資料 ５



（別紙） 
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制定  ：平成24年11月１日付け24生畜第1581号 

一部改正：令和５年11月30日付け５畜産第1925号 

 

 

養蜂振興法の施行に関するＱ＆Ａ 

 

 

（問１）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正されたのですか。 

（問２）転飼の定義は変更されるのですか。 

（問３）養蜂業者の定義は変更されるのですか。 

（問４）法第３条第１項の規定による「届出を要しない者」とは、どのような方です

か。 

（問５）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する場合、届出は不要で

すか。 

（問６）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（問７）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

（問８）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（問９）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（問10）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。 

（問11）都道府県によって届出の対象となる蜜蜂飼育者が異なる場合があるのです

か。 

（問12）届出をすれば、記載された蜂群を配置してもよいのですか 

（問13）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加できますか。 

（問14）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が策定されていません

が、問題ないのでしょうか。 

（問15）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（問16）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

（問17）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

（問18）届出義務違反や転飼規制違反等に対する罰則が強化されましたが、どのよう

な運用になりますか。 

（問19）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割分担となっています

か。 
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Ⅰ 養蜂振興法全体に関する質問 

（問１）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正されたのですか。 

（答） 

１ 養ほう振興法が制定される以前は、各県が条例により県外からの転飼養蜂を個々

に規制したため、一部地域で混乱が発生しました。このため、昭和３０年に養ほう

振興法が制定され、このような県外からの転飼に加え、養蜂業者の届出や蜂蜜の表

示等に関して必要最小限の全国統一ルールが示されました。 

 

２ その後、平成１２年の地方自治法の改正に対応して、養ほう振興法の一部改正が

ありました。この改正では、従来から都道府県ごとに、各地域の要望や状況に応じ

て、各地域で必要と考えられる対応をとることとされていた実態を踏まえ、養ほう

振興法に関する事務は各都道府県の自治事務として整理されました。 

 

３ 今般、趣味養蜂家の増加など、昭和３０年の法律制定時と比べ養蜂業界を取り巻

く環境が大きく変化したため、養蜂振興法が改正され、届出の対象が一部を除く蜜

蜂飼育者に拡大されるとともに、蜜蜂の適切な管理、蜜源植物の保護増殖、蜂群配

置の適正の確保等について、都道府県の一定の関与の下、推進していく方針が示さ

れました。 

 

 

（問２）転飼の定義は変更されるのですか。 

（答） 

従来と同様、蜂蜜若しくは蜜ろうの採取又は越冬のため蜜蜂を移動して飼育するこ

とをいいます。 

 

 

（問３）養蜂業者の定義は変更されるのですか。 

（答） 

１ 平成24年法改正時に発出した通知では、次の解釈を示していました。 

（１）従来から、少量でも蜂蜜等を販売している場合は、趣味養蜂家ではなく養蜂業

者と見なす運用としてきましたが、そのことを明確にするために、今般養蜂業者

の定義を「蜜蜂又は蜂蜜、蜜ろう若しくはローヤルゼリー等を利益を得て譲渡す

ることを主たる目的として、蜜蜂の飼育を継続反復して行う者」と二重線部分を

削除し、厳格な運用を求める書きぶりとしました。 

 

（２）なお、①「利益を得て」には、直接の金銭収入以外の利益も含まれます。②「譲

渡」にはいわゆる貸出等も含まれます。③蜜蜂を飼育し、自家消費できず余った

蜂蜜等は売っている等の場合も従来から養蜂業者に該当すると扱われます。 

 

２ その後の情勢の変化を踏まえ、養蜂振興法の施行について（平成 24 年 11 月 1 日

付け 24 生畜第 1518 号農林水産省生産局長通知）の改正により、法第３条第１項に

規定する養蜂業者以外の者であって、相当数の蜂群を飼養しているものは、養蜂業
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者に含めることとし、養蜂業者の定義を「反復継続して蜜蜂の飼育を行う者又は蜜

蜂、又は蜂蜜、蜜ろう、若しくはローヤルゼリー等を利益を得て譲渡することを目

的として、蜜蜂の飼育を行う者をいう。ただし、いい、試験研究の用に供するため

又は趣味として蜜蜂を飼育する等蜜蜂を小規模に飼育し、かつ、蜜蜂又は採取した

蜂蜜、蜜ろう、若しくはローヤルゼリー等を自家用に供するため飼育する個人者を

除くは含まれないものと解されたい。」と下線部を追記するとともに二重線部を削

除等し、養蜂業者の範囲を拡大することとしました。 

 

 

Ⅱ 改正法第3条関係（届出） 

（問４）法第３条第１項の規定による「届出を要しない者」とは、どのような方で

すか。 

（答） 

１ 法第３条第１項の規定では、従来届出対象とされた養蜂業者に加え、蜂群の配置

調整及び防疫を行うに当たって必要な範囲において、養蜂業者以外の蜜蜂飼育者に

対しても届出を求めることとされています。 

 

２ このため、各県の養蜂の実情を調べた上で、①農作物等の花粉受精の用に供する

ために蜜蜂を飼育する者（問５参照）、②密閉された構造の設備で蜜蜂を飼育する

者（問６参照）、③反復利用可能な蜂房（巣礎または巣脾を備えた可動式巣板）を用

いずに蜜蜂を飼育する者であって都道府県知事が認める者（問７参照）を届出義務

の対象外としました。 

 

３ ただし、前述①～③に該当する者であっても、採蜜した蜂蜜を販売するなど、養

蜂業者に該当する場合は届出が必要となります。 

 

 

（問５）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する場合、届出は不要

ですか。 

（答） 

１ 農作物等の花粉受精の用に供する場合は、一般的に、①受粉すべき自らの農作物

等の作付規模に応じて適切な数の蜂群が配置されれば、当該蜜蜂の活動に十分な蜜

源が得られるため、蜂群配置調整の対象とする必要がなく、②使用後の焼却や養蜂

業者への返却等を行うことで、防疫上の問題が発生しないよう適切な措置をとるこ

とが指導されていることから、施行規則で明示的に届出が不要とされています。 

 

２ しかしながら、養蜂業者に該当する場合の他、自らの農作物等の作付規模に比べ

て過大な数の蜂群を配置している場合や、使用後に返却、焼却等の措置を行わず通

年飼育している場合等は届出が必要となります。 

 

３ なお、農作物等の作付規模に応じた適切な数の蜂群数は、作物の種類、作付時期、

導入地域の気候等により異なりますので、当該地域での適切な使用事例を目安とし

て下さい。たとえば、施設園芸農家向けの花粉交配用蜜蜂の管理マニュアル｢ミツ
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バチにうまく働いてもらうために｣(平成23年度産地収益力向上支援事業みつばち

協議会編 http://bee.lin.gr.jp/new/PDF/H23youhouka.pdf ）では、イチゴのハウ

ス栽培で10a で１群（6,000～8,000匹）が目安として示されています。 

 

 

（問６）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（答） 

学術研究等のために密閉された構造の設備で蜜蜂を飼育する場合は、外部との接触

がないことから、蜂群配置調整上及び防疫上問題がなく、届出が不要とされています。 

 

 

（問７）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

（答） 

１ 反復利用可能な蜂房を利用していない場合であって、かつ、お住まいの都道府県

が蜂群配置調整上及び防疫上支障がないと認めた場合に限って届出不要となりま

す。反復利用可能な蜂房とは、巣礎または巣脾を備えた可動式巣板をいい、いわゆ

る「自然巣洞」「重箱式」等の飼育方法はこれにあたりません。ただし、「自然巣洞」、

「重箱式」等の飼育方法であっても、反復利用している場合にあっては、届出が必

要となります。 

 

２ 反復利用可能な蜂房を利用しない飼育方法においては、蜜蜂の疾病の中で最も影

響の大きい腐蛆病が、経験的に発生しにくいことが知られています。 

 

 

（問８）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（答） 

蜜蜂の飼育状況に関しては、１月１日に現に飼育している蜂群数と年間の飼育計画

を書いてください。１月１日現在で蜜蜂を飼育していない場合、飼育蜂群数は０、蜜

蜂の飼育計画に関しては、当該年の飼育を予定している最大蜂群数を書いてください。 

 

 

（問９）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（答） 

変更が生じた場合、速やかに、遅くともその変更が生じた日から１か月以内に変更

届を提出してください。 

 

 

（問10）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。 

（答） 

１ 本法では、ニホンミツバチとセイヨウミツバチが区別されていませんので、原則

として届出が必要です。 
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２ しかしながら、本法の「飼育」とは、蜂群、蜂蜜等に対し所有又は占有の意思を持

って、巣の設置、給餌、投薬等の行為のいずれかを行うことなので、野生の蜜蜂を

観察し、当該蜂群から採蜜等を行う場合は「飼育」にはあたらず、届出は不要です。 

 

 

（問11）都道府県によって届出が必要となる要件が異なる場合がありますか。 

（答） 

花粉交配用など、養蜂振興法第３条の規定による届出が不要とされている場合でも、

都道府県によっては、近隣住民への危害防止などの観点から、条例、規則その他の定

めに基づいて届出を求める場合があります。それぞれお住まいの都道府県の定めに従

って届出していただくよう、ご協力をお願いします。 

 

 

（問12）届出をすれば、記載した蜂群を配置してもよいのですか。 

（答） 

いいえ、届出は蜜蜂飼養者から都道府県への情報提供と考えてください。届出を行

った後で、地域の蜜源に対して蜂群が著しく過剰となるおそれがあり、調整の必要が

生じた場合や近隣の蜜蜂飼育者から調整の申し出がある場合は、話し合いの上で適正

な数の蜂群を配置するようにしてください。 

 

 

（問13）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加できますか。 

（答） 

１ 各都道府県が設置する蜜蜂転飼調整委員会等は、都道府県、各地域等の蜜蜂飼育

者の代表及び学識経験者等を選び、転飼調整について効率的な議論を行うものです

ので、飼育届を提出したことをもって、ただちに参加できるようになるものではあ

りません。 

 

２ 一方、都道府県や近隣の蜜蜂飼育者等から配置調整の申し出がある場合は、蜜蜂

転飼調整委員会への参加等についてご協力をお願いします。 

 

３ なお、問12、問16も参照して下さい。 

 

 

Ⅲ 改正法第５条関係（適切な管理） 

（問14）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が策定されていませ

んが、問題ないのでしょうか。 

（答） 

今回の法改正によって、都道府県の関与する形で、蜜蜂の適正な管理を推進してい

くことが明確にされました。しかしながら、法第５条の規定は、都道府県に対して必
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ずしも指針の策定を求めるものではなく、当該県の養蜂の実態によっては、講習会の

開催や戸別指導等によって適正な管理の確保を図る都道府県もあります。 

 

 

Ⅳ 改正法第６条関係（蜜源の保護増殖） 

（問15）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（答） 

今回の法改正によって、国や自治体の関与する形で、蜜源の保護増殖を推進してい

くことが明確にされました。一方、単位面積あたりの採蜜量からすれば、蜜源作物を

養蜂業のためだけに植樹すると、財政的な負担が大きくなります。林業振興や街路樹・

公園の整備等、植樹等の機会を活用して、可能な限り蜜源としても利用可能な樹種が

選択されるよう、関係部局と協力していきます。 

 

 

Ⅴ 改正法第８条関係（配置調整等） 

（問16）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

（答） 

配置調整は地域の蜜蜂飼育者がよく話し合って行うことが重要です。まずは近隣の

蜜蜂飼育者の集まり、養蜂組合、蜜蜂転飼調整委員会等の場において、十分に議論を

尽くしてください。それでも調整がうまくいかない場合には、話し合いが公正な場で

行われるようにする等、都道府県も関与をすることになります。その場合も配置調整

が円滑に行われるよう、皆様のご協力をお願いします。 

 

 

Ⅵ その他 

（問17）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

（答） 

都道府県は、本法の施行に必要な限度であれば、養蜂業者の事務所や事業所に立入

検査を行うことができます。立入検査を行うかどうかの判断については、各都道府県

に委ねられますが、本法への違反が疑わしく、必要があると認める場合は、積極的に

実施するべきと考えます。 

 

 

（問18）届出義務違反や転飼規制違反等に対する罰則が強化されましたが、どのよ

うに運用されますか。 

（答） 

従来どおり、指導をしても改善されない等悪質な場合に過料等を求める運用を行う

考えです。 
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（問19）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割分担となっていま

すか。 

（答） 

養蜂振興法の事務は、法第６条第２項の規定（蜜源植物の保護増殖）以外は基本

的に都道府県の事務となっていますので、具体的な事項については、お住まいの都

道府県にお問い合わせ下さい。なお、各都道府県によっては各市町村の理解を得た

上で、一部の事務を市町村に委任している場合もあります。 

 

 

附 則 

１ この改正は、令和５年11 月30 日から施行する。 

２ この通知による改正の前の改正養蜂振興法の施行に関する Q&A について（平成24

年11月1日付け24生畜第1581号生産局畜産部畜産振興課長通知）については、なお

従前の例による。 

 



○写  

1 

５畜産第 1926 号  
令和５年 11 月 30 日  

 
 
地方農政局生産部長 
北海道農政事務所生産経営産業部長   殿 
内閣府沖縄総合事務局農林水産部長 

 
 

（農林水産省※１）畜産局畜産振興課長  
 

 

養蜂振興法の適切な運用について 

 

養ほう振興法の一部を改正する法律（平成24年法律第45号）が平成25年１月１日に

施行されてから、10年が経過しました。 

 今般、養蜂振興法の施行について（平成24年11月１日付け24生畜第1518号農林水産

省生産局長通知。以下「局長通知」という。）の一部が改正されたことを踏まえ、各都

道府県において、養蜂の振興を図るため、養蜂振興法（昭和30年法第180号。以下「法」

という。）に基づき、下記の点に留意しつつ、引き続き適切な法運用に努められたく、

貴職から貴局（※２）管内の都道府県に対し周知願います。 

 なお、本通知の発出に伴い、養蜂振興法の適切な運用について（平成29年８月24日

付け29生畜第581号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）は廃止します。 

 

                                      記 
 
１ 届出等の周知徹底 

（１）平成24年の法改正当時、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な実施

を図る目的から、法第３条第１項の規定に基づき届出が必要な者が養蜂業者のみ

ならず、花粉交配用蜜蜂販売業者等を含む、蜜蜂を飼育する者に拡大された。ま

た、当該届出内容に変更が生じた場合には、同条第３項の規定に基づき届出が必

要である。このことは、各都道府県から養蜂関係者に既に周知されてきたところ

ではあるが、特に新たに蜜蜂の飼育を行う者等において届出等の手続に遺漏がな

いよう、改めて周知されたい。 

なお、当該届出は、飼育する全ての蜂群数を記載する必要があり、蜂蜜等生産

用のみならず、花粉交配用蜜蜂の蜂群数も漏れなく記載させるよう留意すること。 

（２）届出に記載された個人情報は、法の目的の範囲内において利用することが可能

であることから、改正局長通知の別記様式第１号の「蜜蜂飼育届・飼育変更届」

を参考に、届出を提出した者から個人情報の利用について予め同意を得ること。 

（３）届出を行った後であっても、地域の蜜源に対して蜂群数が著しく過剰になる場

合には、蜂群配置の適正の確保のため蜂群配置調整が必要となる。このため、改

正局長通知の別記様式第１号の「蜜蜂飼育届・飼育変更届」を参考に、届出を提

出した者に、蜜蜂を飼育するに当たり蜂群配置調整等が行われることを認識させ

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
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られたい。 

また、各都道府県において、蜂群配置調整の必要性等について、届出提出時に

説明するとともに、HP で周知すること等により理解醸成に努められたい。 

（４）飼育場所を変更した場合には変更の届出をする必要があるが、農薬被害の回避

を目的とした一時的な飼育場所の変更にあっては、蜂群調整等に影響を及ぼさな

いものもあると考えられる。このような場合に関しては、関係者で予め話し合い、

農薬被害の回避を目的とした一時的な飼育場所の変更（農薬散布期間のみ避難場

所に巣箱を移動する場合）として、変更の届出を求めないとするなど、配慮され

たい。 

 

２ 蜜源植物の保護増殖 

蜜源植物の保護増殖については、法第６条第１項及び局長通知の８等を勘案の上、

引き続き蜜源植物の保護増殖の推進に努められたい。あわせて、農林水産省が実施

する事業等の積極的な活用も検討されたい。 

 

３ 蜂群配置の適正の確保 

蜂群配置の適正の確保については、地域の蜂群数や、蜜源の状況等各地域の状況

に応じて関係者が話し合い、各都道府県が関与し公正に調整・決定することが重要

である。 

改正局長通知により、法第８条第１項の規定に基づく都道府県による蜂群配置調

整を行うに当たって、法第１条で規定されている法の目的「蜜蜂による生産物の増

産」及び「農作物等の花粉受精の効率化」に沿った、花粉交配用の蜜蜂の安定供給、

国民への甘味資源の提供、蜜源植物の保護増殖に関する取組等の養蜂の社会的意義

を勘案すべき旨が明確にされた。また、法第３条第１項に規定する養蜂業者以外の

者であって、相当数の蜂群を飼養しているものは、養蜂業者に含めることとし、養

蜂業者の範囲が拡大された。引き続き、養蜂業者間における蜂群配置の適正の確保

に向け、円滑かつ適切な調整の実施に努められたい。その際、都道府県は、法第８

条第１項に規定する「その他必要な措置」として、蜂群配置調整に応じない者に対

し、協議に応じることを強く促すことができる旨、御承知おきいただきたい。 

 

４ 新規に蜜蜂の飼育を行う者への技術的な指導等 

蜜蜂の飼育は、近隣住民に対し、蜜蜂による刺傷や糞害等のトラブルを発生させ

る可能性があり、責任が伴うものである。このため、飼育届を受理する都道府県に

おいては、新規に蜜蜂の飼育を行う者から届出があった場合は、養蜂を始めるに当

たっての責任について十分説明し、地域の実情に詳しい者が行う講習会の受講や既

に蜜蜂の飼育を行っている者から助言を受けること等を奨励するとともに、それら

を可能とする体制の確保に努められたい。 

 

５ 厳正かつ的確な法執行 

法に基づく届出、転飼許可等の違反事例に対しては、その態様を十分検討の上、

適切な指導や、指導しても改善されない悪質な場合等には罰則の適用等、適切に対

処されたい。 

また、都道府県は、本法への違反が疑わしく、必要があると認める場合は、法第
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９条第１項の規定に基づく立入検査等を積極的に実施ありたい。 

さらに、都道府県の状況に応じ、法令の目的に反しない範囲内において、条例を

制定することができる。 

 
 

附 則 

この通知による改正の前の養蜂振興法の適切な運用について（平成 29 年８月 24 日

付け 29 生畜第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）については、なお

従前の例による。 

 

 
（施行注意） 
※１内閣府沖縄総合事務局宛は「農林水産省」と記載する。 
※２北海道農政事務所宛は「貴農政事務所」と記載する。 
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昭和三十年法律第百八十号 

養蜂振興法 

 

（目的） 

第一条 この法律は、養蜂を取り巻く環境の変化、農作物等の花粉受精において養蜂が果たす役

割の重要性等に鑑み、蜜蜂の群（以下「蜂群」という。）の配置を適正にする等の措置を講じて、

蜂蜜、蜜ろう、ローヤルゼリー等の蜜蜂による生産物の増産を図り、あわせて農作物等の花粉受

精の効率化に資することを目的とする。 

 

（定義） 

第二条 この法律で「転飼」とは、蜂蜜若しくは蜜ろうの採取又は越冬のため蜜蜂を移動して飼

育することをいう。 

 

（蜜蜂の飼育の届出） 

第三条 蜜蜂の飼育を行う者は、農林水産省令の定めるところにより、毎年、その住所地を管轄

する都道府県知事に次の各号に掲げる事項を届け出なければならない。ただし、業として蜜蜂の

飼育を行う者（以下「養蜂業者」という。）以外の者が蜜蜂の飼育を行う場合であつて、農作物等

の花粉受精の用に供するために蜜蜂の飼育を行う場合その他の蜂群配置の適正の確保及び防疫の

迅速かつ的確な実施に支障を及ぼすおそれがないと認められる場合として農林水産省令で定める

場合は、この限りでない。 

一 氏名又は名称及び住所 

二 蜂群数 

三 飼育の場所及びその期間 

四 その他農林水産省令で定める事項 

２ 前項ただし書の農林水産省令は、各都道府県における養蜂の実情その他の事情を勘案して定

めるものとする。 

３ 第一項の規定による届出をした者は、同項各号に掲げる事項に変更があつたときは、農林水

産省令の定めるところにより、その旨を同項の都道府県知事に届け出なければならない。 

４ 都道府県知事は、第一項又は前項の規定による届出を受けた場合において、当該届出の内容

に他の都道府県の区域を飼育の場所とするものがあるときは、農林水産省令の定めるところによ

り、当該届出の内容を当該他の都道府県の知事に通知しなければならない。 

 

（転飼養蜂の規制） 

第四条 養蜂業者は、他の都道府県の区域内に転飼しようとするときは、農林水産省令の定める

ところにより、あらかじめ、転飼しようとする場所を管轄する都道府県知事の許可を受けなけれ

ばならない。ただし、農林水産省令で定める場合は、この限りでない。 

２ 前項の許可には、転飼の場所、蜂群数その他の事項について条件を付することができる。 

 

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
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（蜜蜂の適切な管理） 

第五条 蜜蜂の飼育を行う者は、衛生的な飼養管理を行う等蜜蜂の適切な管理に努めるものとす

る。 

２ 都道府県は、蜜蜂の適切な管理が確保されるよう、蜜蜂の管理に関する指針の策定及び周知

その他の必要な措置を講ずるものとする。 

 

（蜜源植物の保護増殖） 

第六条 蜜源植物を植栽、除去又は伐採しようとする者は、その目的に反しない限りにおいて、

蜜源植物の増大を旨としてこれを行わなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、蜜源植物の病害虫の防除及び蜜源植物の増殖に係る活動への支援そ

の他の蜜源植物の保護及び増殖に関し必要な施策を講ずるものとする。 

 

（表示） 

第七条 蜂蜜を精製（脱色、脱臭、濃縮又は添加物の添加をいう。以下同じ。）して販売すること

を業とする者は、蜂蜜を販売するときは、農林水産省令の定めるところにより、その容器に添加

物の有無及び添加物を添加したときはその種類及び割合を表示しなければならない。 

２ 蜂蜜の販売を業とする者は、容器に前項の規定による表示のある蜂蜜でなければこれを販売

してはならない。 

 

（蜂群配置の適正等を図るための都道府県の措置等） 

第八条 都道府県は、当該都道府県の区域における蜂群配置の適正及び防疫の迅速かつ的確な実

施を図るため、蜜蜂の飼育の状況及び蜜源の状態の把握、蜂群配置に係る調整、転飼の管理その

他の必要な措置を講ずるものとする。 

２ 都道府県は、前項の目的を達成するため特に必要があると認めるときは、養蜂業者、養蜂業

者が組織する団体その他の関係者に対し、蜜蜂の飼育の状況並びに蜜蜂の譲渡及び貸出しの状況

の把握に関し、情報の提供その他の必要な協力を求めることができる。 

 

（報告及び立入検査） 

第九条 都道府県知事は、この法律の施行に必要な限度において、養蜂業者に対し、蜜蜂の飼育

の状況に関し報告を求め、又はその職員に、その者の事務所、事業所その他必要な場所に立ち入

り、蜜蜂の飼育の状況若しくは巣箱、書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させ

ることができる。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示し

なければならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはなら

ない。 
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（農林水産大臣の報告聴取及び勧告） 

第十条 農林水産大臣は、養蜂の振興のため必要があると認めるときは、都道府県知事に対し、

蜜源の状態、蜂群数その他必要な事項に関し、報告を求めることができる。 

２ 農林水産大臣は、蜂群配置の適正を期するため必要があると認めるときは、転飼養蜂の規制

に関し、都道府県知事に勧告をすることができる。 

 

（助成） 

第十一条 政府は、養蜂業者に対し、予算の範囲内において、養蜂業の振興のため必要な補助金

を交付することができる。 

 

（罰則） 

第十二条 第四条第一項又は第七条の規定に違反した者は、二十万円以下の罰金に処する。 

第十三条 第九条第一項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は同項の規定に

よる検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の答弁をした者は、十万円以下の罰金に処する。 

第十四条 第三条第一項又は第三項の規定に違反して、届出をせず、又は虚偽の届出をした者は、

十万円以下の過料に処する。 

 

附 則 抄 

１ この法律の施行期日は、公布の日から起算して三箇月をこえない期間内において、政令で定

める。 

 

附 則 （昭和五三年七月五日法律第八七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から施行する。 

 

附 則 （平成一一年七月一六日法律第八七号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成十二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から施行する。 

一 第一条中地方自治法第二百五十条の次に五条、節名並びに二款及び款名を加える改正規定（同

法第二百五十条の九第一項に係る部分（両議院の同意を得ることに係る部分に限る。）に限る。）、

第四十条中自然公園法附則第九項及び第十項の改正規定（同法附則第十項に係る部分に限る。）、

第二百四十四条の規定（農業改良助長法第十四条の三の改正規定に係る部分を除く。）並びに第四

百七十二条の規定（市町村の合併の特例に関する法律第六条、第八条及び第十七条の改正規定に

係る部分を除く。）並びに附則第七条、第十条、第十二条、第五十九条ただし書、第六十条第四項

及び第五項、第七十三条、第七十七条、第百五十七条第四項から第六項まで、第百六十条、第百

六十三条、第百六十四条並びに第二百二条の規定 公布の日 
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（国等の事務） 

第百五十九条 この法律による改正前のそれぞれの法律に規定するもののほか、この法律の施行

前において、地方公共団体の機関が法律又はこれに基づく政令により管理し又は執行する国、他

の地方公共団体その他公共団体の事務（附則第百六十一条において「国等の事務」という。）は、

この法律の施行後は、地方公共団体が法律又はこれに基づく政令により当該地方公共団体の事務

として処理するものとする。 

 

（不服申立てに関する経過措置） 

第百六十一条 施行日前にされた国等の事務に係る処分であって、当該処分をした行政庁（以下

この条において「処分庁」という。）に施行日前に行政不服審査法に規定する上級行政庁（以下こ

の条において「上級行政庁」という。）があったものについての同法による不服申立てについては、

施行日以後においても、当該処分庁に引き続き上級行政庁があるものとみなして、行政不服審査

法の規定を適用する。この場合において、当該処分庁の上級行政庁とみなされる行政庁は、施行

日前に当該処分庁の上級行政庁であった行政庁とする。 

２ 前項の場合において、上級行政庁とみなされる行政庁が地方公共団体の機関であるときは、

当該機関が行政不服審査法の規定により処理することとされる事務は、新地方自治法第二条第九

項第一号に規定する第一号法定受託事務とする。 

 

（罰則に関する経過措置） 

第百六十三条 この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例によ

る。 

 

（その他の経過措置の政令への委任） 

第百六十四条 この附則に規定するもののほか、この法律の施行に伴い必要な経過措置（罰則に

関する経過措置を含む。）は、政令で定める。 

 

（検討） 

第二百五十条 新地方自治法第二条第九項第一号に規定する第一号法定受託事務については、で

きる限り新たに設けることのないようにするとともに、新地方自治法別表第一に掲げるもの及び

新地方自治法に基づく政令に示すものについては、地方分権を推進する観点から検討を加え、適

宜、適切な見直しを行うものとする。 

第二百五十一条 政府は、地方公共団体が事務及び事業を自主的かつ自立的に執行できるよう、

国と地方公共団体との役割分担に応じた地方税財源の充実確保の方途について、経済情勢の推移

等を勘案しつつ検討し、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 

附 則 （平成一一年一二月二二日法律第一六〇号） 抄 

（施行期日） 

第一条 この法律（第二条及び第三条を除く。）は、平成十三年一月六日から施行する。ただし、

次の各号に掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 
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一 第九百九十五条（核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の一部を改正する

法律附則の改正規定に係る部分に限る。）、第千三百五条、第千三百六条、第千三百二十四条第二

項、第千三百二十六条第二項及び第千三百四十四条の規定 公布の日 

 

附 則 （平成二四年六月二七日法律第四五号） 

（施行期日） 

１ この法律は、平成二十五年一月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この法律の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例による。 
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昭和三十年農林省令第四十五号 

養蜂振興法施行規則 

 

養ほう振興法（昭和三十年法律第百八十号）第三条第一項、第四条第一項及び第六条第一項の規

定に基き、並びに同法第四条第一項の規定を実施するため、養ほう振興法施行規則を次のように

定める。 

 

（届出） 

第一条 養蜂振興法（以下「法」という。）第三条第一項の規定による届出は、毎年一月三十一日

までにしなければならない。 

２ 法第三条第一項ただし書に規定する農林水産省令で定める場合は、次に掲げる場合とする。 

一 農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂の飼育を行う場合 

二 密閉構造の飼育管理設備で蜜蜂の飼育を行う場合 

三 反復利用が可能な蜂房を利用しないで蜜蜂の飼育を行う場合であつて、蜂群配置の適正の確

保及び防疫の迅速かつ的確な実施に支障を及ぼすおそれがないと都道府県知事が認める場合 

３ 法第三条第三項の規定による変更の届出は、当該変更があつた日から一箇月以内に行うもの

とする。 

４ 法第三条第四項の規定による通知は、法第三条第一項又は第三項の規定による届出を受理し

た日の属する月の翌月末日までにしなければならない。 

 

（転飼養蜂の許可申請） 

第二条 法第四条第一項の規定による許可の申請は、その都道府県の区域内において蜜蜂の飼育

を始める日の二箇月前までに、次の事項を記載した申請書を提出してしなければならない。 

一 住所及び氏名（法人の場合にあつては名称及び代表者の氏名） 

二 蜂群数 

三 転飼しようとする場所及び期間 

 

（許可証の交付等） 

第三条 都道府県知事は、法第四条第一項の規定による許可をしたときはその申請者に別記様式

による許可証を交付し、その許可をしなかつたときはその申請者に対しその旨を通知しなければ

ならない。 

２ 養蜂業者は、法第四条第一項の規定による許可を受けて転飼するときは、前項の許可証を携

帯しなければならない。 

第四条 削除 

 

（蜂蜜の表示） 

第五条 法第七条第一項の規定による表示は、一缶又は一瓶ごとに、同項の規定により表示すべ

き事項を記載した証紙又はレーベルを、容器の見やすい箇所に貼り付けてしなければならない。 

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
参考資料 ２
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附 則 抄 

１ この省令は、養ほう振興法の施行の日（昭和三十年十一月一日）から施行する。 

 

附 則 （昭和三一年一二月二七日農林省令第六八号） 抄 

１ この省令は、昭和三十二年一月一日から施行する。 

 

附 則 （昭和三四年四月二五日農林省令第一八号） 

この省令は、昭和三十四年五月一日から施行する。 

 

附 則 （昭和四一年三月二日農林省令第四号） 抄 

１ この省令は、昭和四十一年四月一日から施行する。 

 

附 則 （昭和四三年五月一日農林省令第二七号） 抄 

１ この省令は、昭和四十三年六月一日から施行する。 

 

附 則 （平成二四年一一月一日農林水産省令第五六号） 

この省令は、養ほう振興法の一部を改正する法律の施行の日（平成二十五年一月一日）から施行

する。 

 

附 則 （令和二年一二月二一日農林水産省令第八三号） 

（施行期日） 

第一条 この省令は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この省令の施行の際現にあるこの省令による改正前の様式（次項において「旧様式」と

いう。）により使用されている書類は、この省令による改正後の様式によるものとみなす。 

２ この省令の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使

用することができる。 
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新旧対照表：養蜂振興法の施行について（平成24年11月１日付け24生畜第1518号農林水産省生産局長通知） 

改正後 現 行 

１ 蜜蜂の飼育を行う者について 

（１）養蜂振興法（昭和30年法律第180号。以下「法」という。）にお

ける飼育とは、蜂群、蜂蜜等に対し所有又は占有の意思を持って、

巣箱・巣洞等の設置、給餌の実施、投薬等の行為のいずれかを行

うことをいい、野生の蜜蜂を観察し、当該蜂群から採蜜等を行う

場合は飼育には含まれないものと解されたい。 

（２）法第３条第１項に規定する「業として蜜蜂の飼育を行なう者」

とは、反復継続して蜜蜂の飼育を行う者又は蜜蜂、蜂蜜、蜜ろう、

ローヤルゼリー等を譲渡することを目的として、蜜蜂の飼育を行

う者をいう。ただし、試験研究の用に供するため又は蜜蜂を小規

模に飼育し、かつ、蜂蜜、蜜ろう、ローヤルゼリー等を自家用に

供するため飼育する個人を除く。

２ 蜜蜂を飼育する者の届出について 

（１）養蜂振興法施行規則（昭和30年農林省令第45号。以下「省令」

という。）第１条第２項第１号に規定する「農作物等の花粉受精の

用に供するために蜜蜂の飼育を行う場合」とは、花粉受精を行お

うとする自らの農作物等の作付規模に対して妥当な数の蜜蜂を、

花粉受精のために必要な期間のみ飼育する場合に限られ、自らの

農作物等の作付規模に比べて著しく過大な数の蜜蜂を飼育して

いる場合、通年飼育を行っている場合等は含まれないと解された

い。

（２）各都道府県におかれては、法第３条第１項の規定に基づく届出

１ 蜜蜂の飼育を行う者について 

（１）養蜂振興法（昭和30年法律第180号。以下「法」という。）にお

ける飼育とは、蜂群、蜂蜜等に対し所有又は占有の意思を持って、

巣箱・巣洞等の設置、給餌の実施、投薬等の行為のいずれかを行

うことをいい、野生の蜜蜂を観察し、当該蜂群から採蜜等を行う

場合は飼育には含まれないものと解されたい。 

（２）法第３条第１項に規定する「業として蜜蜂の飼育を行なう者」

とは、蜜蜂又は蜂蜜、蜜ろう若しくはローヤルゼリー等を利益を

得て譲渡することを目的として、蜜蜂の飼育を行う者をいい、試

験研究の用に供するため又は趣味として蜜蜂を飼育する等蜜蜂

を小規模に飼育し、かつ、蜜蜂又は採取した蜂蜜、蜜ろう若しく

はローヤルゼリー等を自家用に供する者は含まれないものと解

されたい。 

２ 蜜蜂を飼育する者の届出について 

（１）養蜂振興法施行規則（昭和30年農林省令第45号。以下「省令」

という。）第１条第２項第１号に規定する「農作物等の花粉受精の

用に供するために蜜蜂の飼育を行う場合」とは、花粉受精を行お

うとする自らの農作物等の作付規模に対して妥当な数の蜜蜂を、

花粉受精のために必要な期間のみ飼育する場合に限られ、自らの

農作物等の作付規模に比べて著しく過大な数の蜜蜂を飼育して

いる場合、通年飼育を行っている場合等は含まれないと解された

い。

（２）各都道府県におかれては、届出義務違反が疑われる事例が発生

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
参考資料 ３
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改正後 現 行 

義務違反が疑われる事例が発生した場合には、当該事例の態様に

応じて、個別に都道府県知事が省令第１条第２項第３号の規定に

よる届出義務の除外の適用について判断することが可能である

と解されたい。なお、省令第１条第２項第３号の規定による届出

義務の除外を行うに当たり、都道府県知事が届出を要しないと認

める場合の目安を予め公表するよう努められたい。 

（３）各都道府県におかれては、省令第１条第２項第３号の規定によ

る届出義務の除外を行うに当たり、法第３条第４項に規定する

｢他の都道府県の区域を飼育の場所とするものがある｣場合につ

いては、その住所地を管轄する都道府県において届出を要しない

と認める場合であっても、届出義務を除外すべきではないと解さ

れたい。 

（４）省令第１条第２項第１号及び第２号の規定に該当する場合並び

に蜜蜂を飼育せずに観察、採蜜等を行っている場合についても、

各都道府県における養蜂の実情その他の事情を勘案し、条例、規

則その他の定めにより、飼育の届出を求めることは差し支えない

と解されたい。 

（５）各都道府県におかれては、法第３条第１項の規定による届出に

ついては、別記様式第１号を参考に様式を定め、蜜蜂の飼育を行

う者に対し、届出を行うよう指導されたい。また、法第３条第３

項の規定による届出事項の変更に係る届出についても、別記様式

第１号を参考に様式を定め、変更後速やかに届出を行うよう指導

されたい。 

なお、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な実施の

ため、届出後の蜂群配置調整や、届出事項の関係者への情報提供

が必要となる場合があることから、別記様式第１号及び別記様式

した場合には、当該事例の態様に応じて、個別に都道府県知事が

省令第１条第２項第３号による届出義務の除外の適用について

判断することが可能であると解されたい。なお、省令第１条第２

項第３号による届出義務の除外を行うに当たり、都道府県知事が

届出を要しないと認める場合の目安を予め公表するよう努めら

れたい。 

（３）各都道府県におかれては、省令第１条第２項第３号による届出

義務の除外を行うに当たり、法第３条第４項に規定する｢他の都

道府県の区域を飼育の場所とするものがある｣場合については、

その住所地を管轄する都道府県において届出を要しないと認め

る場合であっても、届出義務を除外すべきではないと解された

い。 

（４）省令第１条第２項第１号及び第２号に該当する場合並びに蜜蜂

を飼育せずに観察、採蜜等を行っている場合についても、各都道

府県における養蜂の実情その他の事情を勘案し、条例、規則その

他の定めにより、飼育の届出を求めることは差し支えないと解さ

れたい。 

（５）各都道府県におかれては、法第３条第１項の規定による届出に

ついては、別記様式第１号を参考に様式を定め、蜜蜂の飼育を行

う者に対し、届出を行うよう指導されたい。また、法第３条第３

項の規定による届出事項の変更に係る届出についても、別記様式

第１号を参考に様式を定め、変更後速やかに届出を行うよう指導

されたい。 
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改正後 現 行 

第２号の記載内容を参考に、蜜蜂飼育届・飼育変更届の提出又は

蜜蜂転飼許可申請書の申請の際、法の目的の範囲内において個人

情報を利用することについて、届出者又は申請者の同意を得るよ

う努められたい。 

（６）法第３条第４項の規定による他の都道府県の知事への通知につ

いては、各都道府県の事務負担軽減を図るため、原則として電子

メールで通知されたい。なお、電子メールでの通知に当たり、個

人情報保護の観点からセキュリティの確保には十分注意された

い。 

 

３ 転飼養蜂の規制について 

（１）法第４条第１項に規定する「他の都道府県の区域内に転飼しよ

うとする」とは、養蜂業者が現に蜜蜂を飼育している都道府県の

区域から他の都道府県の区域内に蜜蜂を移動して飼育すること

をいう。従って養蜂業者が住所地以外の都道府県の区域からその

住所地を管轄する都道府県の区域内に転飼しようとする場合に

ついても、法第４条第１項の規定が適用されるものと解された

い。 

なお、時期的順序を定めて同一都道府県の区域内の２か所以上

の場所に転飼したい旨の申請があった場合には、最初の転飼につ

いては法第４条第１項の規定に基づき許可をするものとし、以後

の転飼については都道府県の条例、規則その他の定めに基づき規

制するものと解されたい。 

ただし、同一期間内に、時期的順序を定めないで、２か所以上

の場所への転飼の許可申請があった場合には、そのすべての転飼

について同条第１項の規定を適用するものと解されたい。 

 

 

 

 

（６）法第３条第４項の規定による他の都道府県の知事への通知につ

いては、各都道府県の事務負担軽減を図るため、原則として電子

メールで通知されたい。なお、電子メールでの通知に当たり、個

人情報保護の観点からセキュリティの確保には十分注意された

い。 

 

３ 転飼養蜂の規制について 

（１）法第４条第１項に規定する「他の都道府県の区域内に転飼しよ

うとする」とは、養蜂業者が現に蜜蜂を飼育している都道府県の

区域から他の都道府県の区域内に蜜蜂を移動して飼育すること

をいう。従って養蜂業者が住所地以外の都道府県の区域からその

住所地を管轄する都道府県の区域内に転飼しようとする場合に

ついても、法第４条第１項の規定が適用されるものと解された

い。 

なお、時期的順序を定めて同一都道府県の区域内の２か所以上

の場所に転飼したい旨の申請があった場合には、最初の転飼につ

いては法第４条第１項の許可をするものとし、以後の転飼につい

ては都道府県の条例、規則その他の定めに基づき規制するものと

解されたい。 

ただし、同一期間内に、時期的順序を定めないで、２か所以上

の場所への転飼の許可申請があった場合には、そのすべての転飼

について同条第１項の規定を適用するものと解されたい。 
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改正後 現 行 

（２）地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律

（平成11年法律第87号）が平成12年４月１日より施行され、転飼

の許可に係る事務は自治事務となっているところであり、これま

でどおり条例、規則その他の定めにより、規制することができる

ものと解されたい。 

また、同一都道府県内の転飼については、法第４条の規定の適

用を受けないが、これまでどおり条例、規則その他の定めによっ

て規制することができるものと解されたい。 

 

４ 許可の申請について 

（１）各都道府県におかれては、法第４条第１項の規定に基づく転飼

許可申請については、別記様式第２号を参考に様式を定め、養蜂

業者に対し、申請を行うよう指導されたい。 

（２）許可申請書には、転飼しようとする場所の土地管理者の土地貸

与承諾書を添付するよう指導されたい。 

 

５ 転飼の許可について 

転飼の許可に当たっては、本法が蜂蜜、蜜ろう及びローヤルゼリ

ー等の増産並びに花粉受精の効率化を目的としている趣旨に鑑み、

定飼養蜂業者と転飼養蜂業者との蜂群の分布を調整の上、蜜源に対

し蜂群数が著しく過剰にならない限り蜂群の転飼を許可されたい。

このため、必要に応じて、都道府県、各地域等の蜜蜂飼育者の代表

及び学識経験者等で構成される蜜蜂転飼調整委員会のような適当

な諮問機関を設置することが望ましい。 

 

６ 転飼規制に関する手数料について 

（２）地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律

（平成11年法律第87号）が平成12年４月１日より施行され、転飼

の許可に係る事務は自治事務となっているところであり、これま

でどおり条例、規則その他の定めにより、規制することができる

ものと解されたい。 

また、同一都道府県内の転飼については、法第４条の適用を受

けないが、これまでどおり条例、規則その他の定めによって規制

することができるものと解されたい。 

 

４ 許可の申請について 

（１）各都道府県におかれては、法第４条第１項の転飼許可申請につ

いては、別記様式第２号を参考に様式を定め、養蜂業者に対し、

申請を行うよう指導されたい。 

（２）許可申請書には、転飼しようとする場所の土地管理者の土地貸

与承諾書を添付するよう指導されたい。 

 

５ 転飼の許可について 

転飼の許可に当たっては、本法が蜂蜜、蜜ろう及びローヤルゼリ

ー等の増産並びに花粉受精の効率化を目的としている趣旨に鑑み、

定飼養蜂業者と転飼養蜂業者との蜂群の分布を調整の上、蜜源に対

し蜂群数が著しく過剰にならない限り蜂群の転飼を許可されたい。

このため、必要に応じて、都道府県、各地域等の蜜蜂飼育者の代表

及び学識経験者等で構成される蜜蜂転飼調整委員会のような適当

な諮問機関を設置することが望ましい。 

 

６ 転飼規制に関する手数料について 
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法第４条第１項の規定に基づく転飼許可の申請に係る手数料に

ついては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第228条第１項及び地

方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成12年政令第16号。以

下「政令」という。）の規定に基づき、政令で定められた金額を標準

として、条例により定める必要がある。 

なお、都道府県の区域内の転飼に係る手数料については、各都道

府県の手数料条例によってさしつかえない。 

 

７ 蜜蜂の適切な管理について 

法第５条第２項の規定に鑑み、蜜蜂の適切な管理の一層の推進に

努められたい。 

なお、蜜蜂の適切な管理の推進に当たっては、同項の規定に例示

されている指針の策定及び周知に代わり、講習会の実施、蜜蜂を飼

育する者への戸別指導等、各都道府県の養蜂の実情に応じた方法に

よって行うことも可能と解されたい。 

 

８ 蜜源植物の保護増殖について 

法第６条第２項の規定に鑑み、蜜源植物の保護増殖の一層の推進

に努められたい。 

なお、蜜源植物の保護増殖に当たっては、養蜂振興のみを目的と

した蜜源植物の定植は財政的な負担を徒に増大させるおそれがあ

るため、公有林、街路樹、公園等の整備の際に蜜源となる樹種を選

定すること、田畑の被覆植物としてレンゲ、なたね等の蜜源となる

作物を奨励すること等により、関係部局と連携しながら効率的な方

法で施策を講じられたい。 

 

法第４条第１項の規定に基づく転飼許可の申請に係る手数料に

ついては、地方自治法（昭和22年法律第67号）第228条第１項及び地

方公共団体の手数料の標準に関する政令（平成12年政令第16号。以

下「政令」という。）に基づき、政令で定められた金額を標準として、

条例により定める必要がある。 

なお、都道府県の区域内の転飼に係る手数料については、各都道

府県の手数料条例によってさしつかえない。 

 

７ 蜜蜂の適正な管理について 

法第５条第２項の規定に鑑み、蜜蜂の適切な管理の一層の推進に

努められたい。 

なお、蜜蜂の適切な管理の推進に当たっては、同項に例示されて

いる指針の策定及び周知に代わり、講習会の実施、蜜蜂を飼育する

者への戸別指導等、各都道府県の養蜂の実情に応じた方法によって

行うことも可能と解されたい。 

 

８ 蜜源植物の保護増殖について 

法第６条第２項の規定に鑑み、蜜源植物の保護増殖の一層の推進

に努められたい。 

なお、蜜源植物の保護増殖に当たっては、養蜂振興のみを目的と

した蜜源植物の定植は財政的な負担を徒に増大させるおそれがあ

るため、公有林、街路樹、公園等の整備の際に蜜源となる樹種を選

定すること、田畑の被覆植物としてレンゲ、なたね等の蜜源となる

作物を奨励すること等により、関係部局と連携しながら効率的な方

法で施策を講じられたい。 
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９ 蜂蜜の表示について 

法第７条第１項に規定する「蜂蜜を精製して販売することを業と

する者」とは、採取した蜂蜜を精製して販売する行為を業として継

続反復して行う者をいい、同条第２項に規定する「蜂蜜の販売を業

とする者」とは、精製された蜂蜜の販売を業として継続反復して行

う者をいう。したがって、採取した蜂蜜をそのまま販売することを

業とする者及び当該者から採取した蜂蜜を買い受けて、精製するこ

となく他に転売する者には本条は適用されないものと解されたい。 

なお、省令第５条の規定による証紙又はレーベルの大きさ及び様

式については、その容器の形状、大きさ等により適当なものとする

よう指導されたい。 

 

10 蜂群配置の適正の確保等を図るための都道府県の措置について 

法第８条第１項の規定に鑑み、蜂群配置の適正の確保及び防疫の

迅速かつ的確な実施の一層の推進に努められたい。なお、蜂群配置

の適正の確保等に当たっては、蜜蜂を飼育する者その他の関係者に

対し、法第１条の規定を踏まえ、花粉交配用蜜蜂の安定供給、国民

への甘味資源の提供、蜜源植物の保護増殖に対する取組等の養蜂の

社会的意義を特に勘案するとともに、生物多様性の確保、食育の推

進等についても考慮の上、公正な話合いを通じて蜂群の分布調整を

行うよう指導されたい。 

 

（９へ移動） 

 

 

 

（10から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

９ 蜂群配置の適正等を図るための都道府県の措置について 

法第８条第１項の規定に鑑み、蜂群配置の適正等の確保の一層の

推進に努められたい。なお、蜂群配置の適正等の確保に当たっては、

蜜蜂を飼育する者その他の関係者に対し、花粉交配用蜜蜂の安定供

給、国民への甘味資源の提供、蜜源植物の保護増殖に対する取組、

生物多様性の確保、食育の推進等の養蜂の社会的意義を勘案の上、

公正な話合いを通じて蜂群の分布調整を行うよう指導されたい。 

 

 

 

10 蜂蜜の表示について 

法第７条第１項に規定する「蜂蜜を精製して販売することを業と

する者」とは、採取した蜂蜜を精製して販売する行為を業として継

続反復して行う者をいい、同条第２項に規定する「蜂蜜の販売を業
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11 立入検査について  

法第９条第２項の規定に基づく身分証明書については、別記様式

第３号を参考に様式を定められたい。  

 

12 罰則の適用について  

法第12条及び第14条の規定に基づく罰則の適用に当たっては、

違反事例の態様を十分検討の上、指導により改善の見込みがある

場合にまで徒に適用することがないよう運用されたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とする者」とは、精製された蜂蜜の販売を業として継続反復して行

う者をいう。したがって、採取した蜂蜜をそのまま販売することを

業とする者及び当該者から採取した蜂蜜を買い受けて、精製するこ

となく他に転売する者には本条は適用されないものと解されたい。 

なお、省令第５条の規定による証紙又はレーベルの大きさ及び様

式については、その容器の形状、大きさ等により適当なものとする

よう指導されたい。 

 

11 立入検査について  

法第９条第２項の身分証明書については、別記様式第３号を参考

に様式を定められたい。 

 

12 罰則の適用について 

法第12条及び第14条の罰則の適用に当たっては、違反事例の態

様を十分検討の上、指導により改善の見込みがある場合にまで徒

に適用することがないよう運用されたい。 
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様式第１号 

蜜 蜂 飼 育 届 ・ 飼 育 変 更 届 

 

 

年  月  日  

 

 

都道府県知事 殿 

 

現住所 

電話番号※１ 

氏名又は名称及び代表者氏名 

 

 

養蜂振興法第３条第１項又は第３項の規定により下記のとおり（蜜

蜂飼育届・蜜蜂飼育変更届）を提出します。 

 

 

記 

 

１ 年  月 日現在蜜蜂飼育状況 

飼 育 場 所※２ 飼 育 蜂 群 数 

 （うち日本蜜蜂  ） 

様式第１号 

蜜 蜂 飼 育 届 ・ 飼 育 変 更 届 

 

 

年  月  日  

 

 

都道府県知事 殿 

 

現住所 

電話番号（新設） 

氏名又は名称及び代表者氏名 

 

 

養蜂振興法第３条第１項又は第３項の規定により下記のとおり（蜜

蜂飼育届・蜜蜂飼育変更届）を提出します。 

 

 

記 

 

１ 年  月 日現在蜜蜂飼育状況 

飼 育 場 所（新設） 飼 育 蜂 群 数 

 （新設） 
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２ 年蜜蜂飼育計画※３ 

飼育場所※２ 
飼 育 予 定 

最大計画蜂群数 
飼育期間 

 

 

（うち日本蜜

蜂  ） 

１月１日から 月 日まで 

 

 

（うち日本蜜

蜂  ） 

 月 日から 月 日まで 

 

 

（うち日本蜜

蜂  ） 

 月 日から 月 日まで 

 

３ 個人情報の取扱いに当たっては以下の内容について、同意しま

す。 

① 個人情報の利用目的：都道府県は、養蜂の振興（蜂群の配置調

整、蜜蜂の防疫、農薬被害の防止及びその他の養蜂の振興）に必

要な範囲内においてのみ利用する。 

② 個人情報の安全管理措置：都道府県は、取り扱う個人情報の安

全管理のため、安全管理に関する取扱規程等の整備及び実施体制

の整備を講じる。 

③ 個人情報の第三者への提供：都道府県は、個人情報を第三者に

提供するに当たり、次の場合を除き、本人の同意なく第三者に個

人情報を提供しない。 

 

２ 年蜜蜂飼育計画（新設） 

飼育場所（新設） 飼育予定 

最大計画蜂群数 

飼育期間 

 

 

（新設） 

 

１月１日から 月 日まで 

 

 

（新設） 

 

月 日から 月 日まで 

 

 

（新設） 

 

月 日から 月 日まで 

 

（新設） 
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・法令に基づく場合 

・都道府県の管理監督の下、蜂群の配置調整、蜜蜂の防疫、農薬

被害の防止及びその他養蜂の振興に必要な範囲内で関係者

（蜜蜂飼育者、市町村、他の都道府県）並びに関係機関等の協

力が必要な場合 

 

備考 

※１電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 

※２飼育場所は、巣箱の配置場所が確認できる情報（番地、号並び

に必要に応じ緯度及び経度）を記入すること。なお、地図の添

付等でも可とする。 

※３飼育計画は１月１日から 12 月 31 日までについて記入するこ

と。 

（削る） 

 

 

【提出に当たっての留意事項】 

養蜂振興法第８条第１項の規定に基づき、都道府県は、蜂群配

置の適正の確保及び防疫の迅速かつ的確な実施を図るため、蜂群

配置に係る調整等の必要な措置を講じるものとされており、蜜蜂

の飼育を行うに当たっては、周辺の蜜蜂飼育者と配置調整が必要

となる場合があります。本届出の提出後、同法第８条第２項の規

定に基づき、都道府県から、蜂群配置に係る調整等のため特に必

要があると認めるときは、蜜蜂の飼育の状況等に関し、必要な協

力を求められることがあります。 

 

 

 

 

 

 

備考 

（１）電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 

（２）飼育計画は１月１日から 12 月 31 日までについて記入するこ

と。 

 

（３）飼育場所は、字、番地まで記入すること。 

 

（４）本届出に記載された内容については、蜂群の配置調整又は防疫 

その他の養蜂の振興に必要な範囲においてのみ利用する。 

 

（新設） 
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様式第２号 

蜜 蜂 転 飼 許 可 申 請 書 

 

年  月  日  

 

 

都道府県知事 殿 

 

現住所 

電話番号※1 

氏名又は名称及び代表者氏名 

 

 

下記のとおり転飼したいので許可願いたく養蜂振興法第４条第１

項の規定により申請します。 

 

記 

 

転飼しよ

うとする

場所※２ 

左の土地

所有者住

所氏名 

最大計

画蜂群

数 

転飼期間 飼育者 

住所氏

名 

   

（うち日

本蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

様式第２号 

蜜 蜂 転 飼 許 可 申 請 書 

 

年  月  日  

 

 

都道府県知事 殿 

 

現住所 

電話番号（新設） 

氏名又は名称及び代表者氏名 

 

 

下記のとおり転飼したいので許可願いたく養蜂振興法第４条第１

項の規定により申請します。 

 

記 

 

転飼しよ

うとする

場所（新設） 

左の土地

所有者住

所氏名 

最大計

画蜂群

数 

転飼期間 飼育者 

住所氏

名 

   

（新設） 
月 日から 

月 日まで 
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（うち日

本蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

   

（うち日

本蜜蜂） 

月 日から 

月 日まで 

 

 

個人情報の取扱いに当たっては以下の内容について、同意します。 

① 個人情報の利用目的：都道府県は、養蜂の振興（蜂群の配置調

整、蜜蜂の防疫、農薬被害の防止及びその他の養蜂の振興）に必

要な範囲内においてのみ利用する。 

② 個人情報の安全管理措置：都道府県は、取り扱う個人情報の安

全管理のため、安全管理に関する取扱規程等の整備及び実施体制

の整備を講じる。 

③ 個人情報の第三者への提供：都道府県は、個人情報を第三者に

提供するに当たり、次の場合を除き、本人の同意なく第三者に個

人情報を提供しない。 

・法令に基づく場合 

・都道府県の管理監督の下、蜂群の配置調整、蜜蜂の防疫、農薬

被害の防止及びその他の養蜂の振興に必要な範囲内で関係者

（蜜蜂飼育者、市町村、他の都道府県）並びに関係機関等の協

力が必要な場合 

 

備考 

※１電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 

   

（新設） 
月 日から 

月 日まで 

 

   

（新設） 
月 日から 

月 日まで 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考 

（１）電話番号は、常時連絡が取れる携帯電話等が望ましい。 
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改正後 現 行 

 

※２転飼しようとする場所は、巣箱の配置場所が確認できる情報

（番地、号並びに必要に応じ緯度及び経度）を記入すること。

なお、地図の添付等でも可とする。 

（削る） 

 

 

 

様式第３号 （略） 

 
 

（２）転飼しようとする場所は、字、番地まで記入すること。 
 
 
（３）本申請に記載された内容については、蜂群の配置調整又は防疫

その他の養蜂の振興に必要な範囲においてのみ利用する。 
 

 

様式第３号 （略） 

 

 
附 則 

１ この改正は、令和５年 11月 30日から施行する。 
２ この通知による改正の前の養蜂振興法の施行について（平成 24 年 11 月 1 日付け 24 生畜第 1518 号農林水産省生産局長通知）について

は、なお従前の例による。 
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新旧対照表：養蜂振興法の施行に関するQ&A（平成24年11月1日付け24生畜第1581号生産局畜産部畜産振興課長通知）

改正後 現 行 

（問１）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正されたので

すか。 

（問 18へ移動） 

（問２）転飼の定義は変更されるのですか。 

（問３）養蜂業者の定義は変更されるのですか。 

（問４）法第３条第１項の規定による「届出を要しない者」とは、どの

ような方ですか。 

（問５）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する場合、

届出は不要ですか。 

（問６）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（問７）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

（問８）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（問９）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（問 10）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。 

（問 11）都道府県によって届出の対象となる蜜蜂飼育者が異なる場合

があるのですか。 

（問８へ移動） 

（問９へ移動） 

（問 12）届出をすれば、記載された蜂群を配置してもよいのですか 

（問 13）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加できます

か。 

（問 14）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が策定

されていませんが、問題ないのでしょうか。 

（問 １）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正された

のですか。 

（問 ２）罰則が強化されましたが、どのような運用になりますか。

（問 ３）転飼の定義は変更されるのですか。

（問 ４）養蜂業者の定義は変更されるのですか。

（問 ５）法第３条第１項の「届出を要しない者」とは、どのような

方ですか。 

（問 ６）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する場

合、届出は不要ですか。 

（問 ７）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（問 ８）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

 （問 11から移動） 

 （問 12から移動） 

（問 ９）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。

（問１０）都道府県によって届出の対象となる蜜蜂飼育者が異なる場

合があるのですか。 

（問１１）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（問１２）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（問１３）届出をすれば、記載された蜂群を配置してもよいのですか 

 （問 17から移動） 

（問１４）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が策

定されていませんが、問題ないのでしょうか。 

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
参考資料 ４
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改正後 現 行 

（問 15）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（問 16）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

    （問 13へ移動） 

 

（問 17）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

（問 18）届出義務違反や転飼規制違反等に対する罰則が強化されまし

たが、どのような運用になりますか。 

（問 19）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割分担

となっていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（問１５）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（問１６）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

（問１７）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加できま

すか。 

（問１８）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

     （問２から移動） 

 

（問１９）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割分

担となっていますか。 
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改正後 現 行 

Ⅰ 養蜂振興法全体に関する質問 

（問１）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正された

のですか。 

（答） 

１ 養ほう振興法が制定される以前は、各県が条例により県外からの

転飼養蜂を個々に規制したため、一部地域で混乱が発生しました。

このため、昭和 30 年に養ほう振興法が制定され、このような県外

からの転飼に加え、養蜂業者の届出や蜂蜜の表示等に関して必要最

小限の全国統一ルールが示されました。 

 

２ その後、平成 12 年の地方自治法の改正に対応して、養ほう振興

法の一部改正がありました。この改正では、従来から都道府県ごと

に、各地域の要望や状況に応じて、各地域で必要と考えられる対応

をとることとされていた実態を踏まえ、養ほう振興法に関する事務

は各都道府県の自治事務として整理されました。 

 

３ 今般、趣味養蜂家の増加など、昭和 30 年の法律制定時と比べ養

蜂業界を取り巻く環境が大きく変化したため、養蜂振興法が改正さ

れ、届出の対象が一部を除く蜜蜂飼育者に拡大されるとともに、蜜

蜂の適切な管理、蜜源植物の保護増殖、蜂群配置の適正の確保等に

ついて、都道府県の一定の関与の下、推進していく方針が示されま

した。 

 

 

 

Ⅰ 養蜂振興法全体に関する質問 

（問１）養蜂振興法は、今までどのような経緯で制定、改正された

のですか。 

（答） 

１ 養ほう振興法が制定される以前は、各県が条例により県外からの

転飼養蜂を個々に規制したため、一部地域で混乱が発生しました。

このため、昭和３０年に養ほう振興法が制定され、このような県外

からの転飼に加え、養蜂業者の届出や蜂蜜の表示等に関して必要最

小限の全国統一ルールが示されました。 

 

２ その後、平成１２年の地方自治法の改正に対応して、養ほう振興

法の一部改正がありました。この改正では、従来から各都道府県ご

とに、各地域の要望や状況に応じて、各地域で必要と考えられる対

応をとることとされていた実態を踏まえ、養ほう振興法に関する事

務は各都道府県の自治事務として整理されました。 

 

３ 今般、趣味養蜂家の増加など、昭和３０年の法律制定時と比べ養

蜂業界を取り巻く環境が大きく変化したため、養蜂振興法が改正さ

れ、届出の対象が一部を除く蜜蜂飼育者に拡大されるとともに、蜜

蜂の適正な管理の確保、蜜源植物の保護増殖、蜂群配置の適正の確

保等について、都道府県の一定の関与の下、推進していく方針が示

されました。 
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改正後 現 行 

（問 18 へ移動） 

 

 

 

 

 

 

（問２）転飼の定義は変更されるのですか。 

（答） 

従来と同様、蜂蜜若しくは蜜ろうの採取又は越冬のため蜜蜂を移動

して飼育することをいいます。 

 

 

（問３）養蜂業者の定義は変更されるのですか。 

（答） 

１ 平成 24 年法改正時に発出した通知では、次の解釈を示していま

した。 

（１）従来から、少量でも蜂蜜等を販売している場合は、趣味養蜂家

ではなく養蜂業者と見なす運用としてきましたが、そのことを明

確にするために、今般養蜂業者の定義を「蜜蜂又は蜂蜜、蜜ろう

若しくはローヤルゼリー等を利益を得て譲渡することを主たる

目的として、蜜蜂の飼育を継続反復して行う者」と二重線部分を

削除し、厳格な運用を求める書きぶりとしました。 

 

（２）なお、①「利益を得て」には、直接の金銭収入以外の利益も含

（問２）届出義務違反や転飼規制違反等に対する罰則が強化されま

したが、どのように運用されますか。 

（答） 

従来どおり、指導をしても改善されない等悪質な場合に過料等を求

める運用を行う考えです。 

 

 

（問３）転飼の定義は変更されるのですか。 

（答） 

従来と同様、蜂蜜若しくは蜜ろうの採取又は越冬のため蜜蜂を移動

して飼育することをいいます。 

 

 

（問４）養蜂業者の定義は変更されるのですか。 

（答） 

１ 従来から、少量でも蜂蜜等を販売している場合は、趣味養蜂家で

はなく養蜂業者と見なす運用としてきましたが、そのことを明確に

するために、今般養蜂業者の定義を「蜜蜂又は蜂蜜、蜜ろう若しく

はローヤルゼリー等を利益を得て譲渡することを主たる目的とし

て、蜜蜂の飼育を継続反復して行う者」と二重線部分を削除し、厳

格な運用を求める書きぶりとしました。 

 

 

 

２ なお、①「利益を得て」には、直接の金銭収入以外の利益も含ま
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まれます。②「譲渡」にはいわゆる貸出等も含まれます。③蜜蜂を

飼育し、自家消費できず余った蜂蜜等は売っている等の場合も従来

から養蜂業者に該当すると扱われます。 

 

２ その後の情勢の変化を踏まえ、養蜂振興法の施行について（平成

24 年 11 月 1 日付け 24生畜第 1518号農林水産省生産局長通知）の

改正により、法第３条第１項に規定する養蜂業者以外の者であっ

て、相当数の蜂群を飼養しているものは、養蜂業者に含めることと

し、養蜂業者の定義を「反復継続して蜜蜂の飼育を行う者又は蜜蜂、

又は蜂蜜、蜜ろう、若しくはローヤルゼリー等を利益を得て譲渡す

ることを目的として、蜜蜂の飼育を行う者をいう。ただし、いい、

試験研究の用に供するため又は趣味として蜜蜂を飼育する等蜜蜂

を小規模に飼育し、かつ、蜜蜂又は採取した蜂蜜、蜜ろう、若しく

はローヤルゼリー等を自家用に供するため飼育する個人者を除く

は含まれないものと解されたい。」と下線部を追記するとともに二

重線部を削除等し、養蜂業者の範囲を拡大することとしました。 

 

 

Ⅱ 改正法第 3条関係（届出） 

（問４）法第３条第１項の規定による「届出を要しない者」とは、

どのような方ですか。 

（答） 

１ 法第３条第１項の規定では、従来届出対象とされた養蜂業者に加

え、蜂群の配置調整及び防疫を行うに当たって必要な範囲におい

て、養蜂業者以外の蜜蜂飼育者に対しても届出を求めることとされ

れます。②「譲渡」には貸出等も含まれます。③趣味として蜜蜂を

飼育し、自家消費できず余った蜂蜜等は売っている等の場合も従来

から養蜂業者に該当すると扱われます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ 改正法第 3条関係（届出） 

（問５）法第３条第１項の「届出を要しない者」とは、どのような

方ですか。 

（答） 

１ 法第３条第１項では、従来届出対象とされていた養蜂業者に加

え、蜂群の配置調整及び防疫を行うに当たって必要な範囲におい

て、養蜂業者以外の蜜蜂飼育者に対しても届出を求めることとされ
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ています。 

 

２ このため、各県の養蜂の実情を調べた上で、①農作物等の花粉受

精の用に供するために蜜蜂を飼育する者（問５参照）、②密閉された

構造の設備で蜜蜂を飼育する者（問６参照）、③反復利用可能な蜂房

（巣礎または巣脾を備えた可動式巣板）を用いずに蜜蜂を飼育する

者であって都道府県知事が認める者（問７参照）を届出義務の対象

外としました。 

 

３ ただし、前述①～③に該当する者であっても、採蜜した蜂蜜を販

売するなど、養蜂業者に該当する場合は届出が必要となります。 

 

 

（問５）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する

場合、届出は不要ですか。 

（答） 

１ 農作物等の花粉受精の用に供する場合は、一般的に、①受粉すべ

き自らの農作物等の作付規模に応じて適切な数の蜂群が配置され

れば、当該蜜蜂の活動に十分な蜜源が得られるため、蜂群配置調整

の対象とする必要がなく、②使用後の焼却や養蜂業者への返却等を

行うことで、防疫上の問題が発生しないよう適切な措置をとること

が指導されていることから、施行規則で明示的に届出が不要とされ

ています。 

 

２ しかしながら、養蜂業者に該当する場合の他、自らの農作物等の

ています。 

 

２ このため、各県の養蜂の実情を調べた上で、①農作物等の花粉受

精の用に供するために蜜蜂を飼育する者（問６参照）、②密閉され

た構造の設備で蜜蜂を飼育する者（問７参照）、③反復利用可能な

蜂房（巣礎または巣脾を備えた可動式巣板）を用いずに蜜蜂を飼育

する者であって都道府県知事が認める者（問８参照）を届出義務の

対象外としました。 

 

３ ただし、前述①～③に該当する者であっても、採蜜した蜂蜜を販

売するなど、養蜂業者に該当する場合は届出が必要となります。 

 

 

（問６）農作物等の花粉受精の用に供するために蜜蜂を飼育する場

合、届出は不要ですか。 

（答） 

１ 農作物等の花粉受精の用に供する場合は、一般的に、①受粉すべ

き自らの農作物等の作付規模に応じて適切な数の蜂群が配置され

れば、当該蜜蜂の活動に十分な蜜源が得られるため、蜂群配置調整

の対象とする必要がなく、②使用後の焼却や養蜂業者への返却等を

行うことで、防疫上の問題が発生しないよう適切な措置をとること

が指導されていることから、施行規則で明示的に届出が不要とされ

ています。 

 

２ しかしながら、養蜂業者に該当する場合の他、自らの農作物等の
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作付規模に比べて過大な数の蜂群を配置している場合や、使用後に

返却、焼却等の措置を行わず通年飼育している場合等は届出が必要

となります。 

 

３ なお、農作物等の作付規模に応じた適切な数の蜂群数は、作物の

種類、作付時期、導入地域の気候等により異なりますので、当該地

域での適切な使用事例を目安として下さい。たとえば、施設園芸農

家向けの花粉交配用蜜蜂の管理マニュアル｢ミツバチにうまく働い

てもらうために｣(平成23年度産地収益力向上支援事業みつばち協

議会編http://bee.lin.gr.jp/new/PDF/H23youhouka.pdf ）では、イ

チゴのハウス栽培で10aで１群（6,000～8,000匹）が目安として示さ

れています。 

 

 

（問６）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（答） 

学術研究等のために密閉された構造の設備で蜜蜂を飼育する場合

は、外部との接触がないことから、蜂群配置調整上及び防疫上問題が

なく、届出が不要とされています。 

 

 

（問７）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

（答） 

１ 反復利用可能な蜂房を利用していない場合であって、かつ、お住

まいの都道府県が蜂群配置調整上及び防疫上支障がないと認めた

作付規模に比べて過大な数の蜂群を配置している場合や、使用後に

返却、焼却等の措置を行わず通年飼育している場合等は届出が必要

となります。 

 

３ なお、農作物等の作付規模に応じた適切な数の蜂群数は、作物の

種類、作付時期、導入地域の気候等により異なりますので、当該地

域での適切な使用事例を目安として下さい。たとえば、施設園芸農

家向けの花粉交配用蜜蜂の管理マニュアル｢ミツバチにうまく働い

てもらうために｣(平成23年度産地収益力向上支援事業みつばち協

議会編http://bee.lin.gr.jp/new/PDF/H23youhouka.pdf）では、イ

チゴのハウス栽培で10aで１群（6,000～8,000匹）が目安として示さ

れています。 

 

 

（問７）密閉された状態で蜜蜂を飼育する場合、届出は不要ですか。 

（答） 

学術研究等のために密閉された構造の設備で蜜蜂を飼育する場合

は、外部との接触がないことから、蜂群配置調整及び防疫上問題がな

く、届出が不要とされています。 

 

 

（問８）反復利用可能な蜂房を利用しない場合、届出は不要ですか。 

（答） 

１ 反復利用可能な蜂房を利用していない場合であって、かつ、お住

まいの都道府県が防疫及び蜂群配置調整上支障がないと認めた場
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場合に限って届出不要となります。反復利用可能な蜂房とは、巣礎

または巣脾を備えた可動式巣板をいい、いわゆる「自然巣洞」「重

箱式」等の飼育方法はこれにあたりません。ただし、「自然巣洞」、

「重箱式」等の飼育方法であっても、反復利用している場合にあっ

ては、届出が必要となります。 

 

２ 反復利用可能な蜂房を利用しない飼育方法においては、蜜蜂の疾

病の中で最も影響の大きい腐蛆病が、経験的に発生しにくいことが

知られています。 

 

 

 

（問８）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（答） 

蜜蜂の飼育状況に関しては、１月１日に現に飼育している蜂群数と

年間の飼育計画を書いてください。１月１日現在で蜜蜂を飼育してい

ない場合、飼育蜂群数は０、蜜蜂の飼育計画に関しては、当該年の飼

育を予定している最大蜂群数を書いてください。 

 

 

（問９）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（答） 

変更が生じた場合、速やかに、遅くともその変更が生じた日から１

か月以内に変更届を提出してください。 

 

合に限って届出不要となります。反復利用可能な蜂房とは、巣礎ま

たは巣脾を備えた可動式巣板をいい、いわゆる「自然巣洞」「重箱

式」等の飼育方法はこれにあたりません。 

 

 

 

２ 反復利用可能な蜂房を利用した飼育方法においては、蜜蜂の疾病

の中で最も影響の大きい腐蛆病が、経験的に発生しにくいことが知

られています。 

 

 

 

（問１１から移動） 

 

 

 

 

 

 

 

（問１２から移動） 
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（問 10）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。 

（答） 

１ 本法では、ニホンミツバチとセイヨウミツバチが区別されていま

せんので、原則として届出が必要です。 

 

２ しかしながら、本法の「飼育」とは、蜂群、蜂蜜等に対し所有又は

占有の意思を持って、巣の設置、給餌、投薬等の行為のいずれかを

行うことなので、野生の蜜蜂を観察し、当該蜂群から採蜜等を行う

場合は「飼育」にはあたらず、届出は不要です。 

 

 

（問 11）都道府県によって届出が必要となる要件が異なる場合があ

りますか。 

（答） 

花粉交配用など、養蜂振興法第３条の規定による届出が不要とされ

ている場合でも、都道府県によっては、近隣住民への危害防止などの

観点から、条例、規則その他の定めに基づいて届出を求める場合があ

ります。それぞれお住まいの都道府県の定めに従って届出していただ

くよう、ご協力をお願いします。 

 

 

（問８へ移動） 

 

 

 

（問９）ニホンミツバチを飼育する場合でも届出は必要ですか。 

（答） 

１ 本法では、ニホンミツバチとセイヨウミツバチが区別されていま

せんので、原則として届出が必要です。 

 

２ しかしながら、本法の「飼育」とは、蜂群、蜂蜜等に対し所有又

は占有の意思を持って、巣の設置、給餌、投薬等の行為のいずれか

を行うことなので、野生の蜜蜂を観察し、当該蜂群から採蜜等を行

う場合は「飼育」にはあたらず、届出は不要です。 

 

 

（問１０）都道府県によって届出が必要となる要件が異なる場合が

ありますか。 

（答） 

花粉交配用など、養蜂振興法第３条の届出が不要とされている場合

でも、都道府県によっては、近隣住民への危害防止などの観点から、

条例、規則その他の定めに基づいて届出を求める場合があります。そ

れぞれお住まいの都道府県の定めに従って届出していただくよう、ご

協力をお願いします。 

 

 

（問１１）届出の蜂群数はいつの時点のものを書けばよいですか。 

（答） 

蜜蜂の飼育状況に関しては、１月１日に現に飼育している蜂群数と
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（問９へ移動） 

 

 

 

 

 

（問 12）届出をすれば、記載した蜂群を配置してもよいのですか。 

（答） 

いいえ、届出は蜜蜂飼養者から都道府県への情報提供と考えてくだ

さい。届出を行った後で、地域の蜜源に対して蜂群が著しく過剰とな

るおそれがあり、調整の必要が生じた場合や近隣の蜜蜂飼育者から調

整の申し出がある場合は、話し合いの上で適正な数の蜂群を配置する

ようにしてください。 

 

 

（問 13）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加できま

すか。 

（答） 

１ 各都道府県が設置する蜜蜂転飼調整委員会等は、都道府県、各地

域等の蜜蜂飼育者の代表及び学識経験者等を選び、転飼調整につい

年間の飼育計画を書いてください。１月１日現在で蜜蜂を飼育してい

ない場合、飼育蜂群数は０、蜜蜂の飼育計画に関しては、当該年の飼

育を予定している最大蜂群数を書いてください。 

 

 

（問１２）変更届はいつまでに出せばよいですか。 

（答） 

変更が生じた場合、速やかに、遅くともその変更が生じた日から１

か月以内に変更届を提出してください。 

 

 

（問１３）届出をすれば、記載した蜂群を配置してもよいのですか。 

（答） 

いいえ、届出は蜜蜂飼養者から都道府県への情報提供と考えてくだ

さい。届出を行った後で、地域の蜜源に対して蜂群が著しく過剰とな

るおそれがあり、調整の必要が生じた場合や近隣の蜜蜂飼育者から調

整の申し出がある場合は、話し合いの上で適正な数の蜂群を配置する

ようにしてください。 

 

 

（問１７から移動） 
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て効率的な議論を行うものですので、飼育届を提出したことをもっ

て、ただちに参加できるようになるものではありません。 

 

２ 一方、都道府県や近隣の蜜蜂飼育者等から配置調整の申し出があ

る場合は、蜜蜂転飼調整委員会への参加等についてご協力をお願い

します。 

 

３ なお、問 12、問 16も参照して下さい。 

 

 

Ⅲ 改正法第５条関係（適切な管理） 

（問 14）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が策

定されていませんが、問題ないのでしょうか。 

（答） 

今回の法改正によって、都道府県の関与する形で、蜜蜂の適正な管

理を推進していくことが明確にされました。しかしながら、法第５条

の規定は、都道府県に対して必ずしも指針の策定を求めるものではな

く、当該県の養蜂の実態によっては、講習会の開催や戸別指導等によ

って適正な管理の確保を図る都道府県もあります。 

 

 

Ⅳ 改正法第６条関係（蜜源の保護増殖） 

（問 15）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（答） 

今回の法改正によって、国や自治体の関与する形で、蜜源の保護増

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 改正法第５条関係（適切な管理） 

（問１４）現在住んでいる県では適切な蜜蜂の管理に関する指針が

策定されていませんが、問題ないのでしょうか。 

（答） 

今回の法改正によって、都道府県の関与する形で、蜜蜂の適正な管

理を推進していくことが明確にされました。しかしながら、法第５条

は、都道府県に対して必ずしも指針の策定を求めるものではなく、当

該県の養蜂の実態によっては、講習会の開催や戸別指導等によって適

正な管理の確保を図る都道府県もあります。 

 

 

Ⅳ 改正法第６条関係（蜜源の保護増殖） 

（問１５）蜜源の増殖はどのように取り組むのですか。 

（答） 

今回の法改正によって、国や自治体の関与する形で、蜜源の保護増
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殖を推進していくことが明確にされました。一方、単位面積あたりの

採蜜量からすれば、蜜源作物を養蜂業のためだけに植樹すると、財政

的な負担が大きくなります。林業振興や街路樹・公園の整備等、植樹

等の機会を活用して、可能な限り蜜源としても利用可能な樹種が選択

されるよう、関係部局と協力していきます。 

 

 

Ⅴ 改正法第８条関係（配置調整等） 

（問 16）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

（答） 

配置調整は地域の蜜蜂飼育者がよく話し合って行うことが重要で

す。まずは近隣の蜜蜂飼育者の集まり、養蜂組合、蜜蜂転飼調整委員

会等の場において、十分に議論を尽くしてください。それでも調整が

うまくいかない場合には、話し合いが公正な場で行われるようにする

等、都道府県も関与をすることになります。その場合も配置調整が円

滑に行われるよう、皆様のご協力をお願いします。 

 

 

（問 13 へ移動） 

 

 

 

 

 

 

殖を推進していくことが明確にされました。一方、単位面積あたりの

採蜜量からすれば、蜜源作物を養蜂業のためだけに植樹すると、財政

的な負担が大きくなります。林業振興や街路樹・公園の整備等、植樹

等の機会を活用して、可能な限り蜜源としても利用可能な樹種が選択

されるよう、関係部局と協力していきます。 

 

 

Ⅴ 改正法第８条関係（配置調整等） 

（問１６）蜂群の配置調整はどのように行うのですか。 

（答） 

配置調整は地域の蜜蜂飼育者がよく話し合って行うことが重要で

す。まずは近隣の蜜蜂飼育者の集まり、養蜂組合、蜜蜂転飼調整委員

会等の場において、十分に議論を尽くしてください。それでも調整が

うまくいかない場合には、話し合いが公正な場で行われるようにする

等、都道府県も関与をすることになります。その場合も配置調整が円

滑に行われるよう、皆様のご協力をお願いします。 

 

 

（問１７）飼育届を提出すれば、蜜蜂転飼調整委員会等に参加でき

ますか。 

（答） 

１ 各都道府県が設置する蜜蜂転飼調整委員会等は、都道府県、各地

域等の蜜蜂飼育者の代表及び学識経験者等を選び、転飼調整につい

て効率的な議論を行うものですので、飼育届を提出したことをもっ

て、ただちに参加できるようになるものではありません。 
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Ⅵ その他 

（問 17）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

（答） 

都道府県は、本法の施行に必要な限度であれば、養蜂業者の事務所

や事業所に立入検査を行うことができます。立入検査を行うかどうか

の判断については、各都道府県に委ねられますが、本法への違反が疑

わしく、必要があると認める場合は、積極的に実施するべきと考えま

す。 

 

 

（問 18）届出義務違反や転飼規制違反等に対する罰則が強化されま

したが、どのように運用されますか。 

（答） 

従来どおり、指導をしても改善されない等悪質な場合に過料等を求

める運用を行う考えです。 

 

 

 

２ 一方、都道府県や近隣の蜜蜂飼育者等から配置調整の申し出があ

る場合は、蜜蜂転飼調整委員会への参加等についてご協力をお願い

します。 

 

３ なお、問 13、問 16も参照して下さい。 

 

 

Ⅵ その他 

（問１８）都道府県の立入検査はどのように運用されますか。 

（答） 

都道府県は、本法の施行に必要な限度であれば、養蜂業者の事務所

や事業所に立入検査を行うことができます。立入検査を行うかどうか

の判断については、各都道府県に委ねられますが、本法への違反が相

当程度疑わしく、話し合いなど他に解決の手段がない場合に限る等、

濫用を避ける必要があると考えています。 

 

 

（問２から移動） 
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（問 19）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割分

担となっていますか。 

（答） 

養蜂振興法の事務は、法第６条第２項の規定（蜜源植物の保護増

殖）以外は基本的に都道府県の事務となっていますので、具体的な

事項については、お住まいの都道府県にお問い合わせ下さい。な

お、各都道府県によっては各市町村の理解を得た上で、一部の事務

を市町村に委任している場合もあります。 

 

（問１９）養蜂振興法では、都道府県と市町村とはどのような役割

分担となっていますか。 

（答） 

養蜂振興法の事務は、第６条第２項（蜜源植物の保護増殖）以外

は基本的に都道府県の事務となっていますので、具体的な事項につ

いては、お住まいの都道府県にお問い合わせ下さい。なお、各都道

府県によっては各市町村の理解を得た上で、一部の事務を市町村に

委任している場合もあります。 

 

附 則 
１ この改正は、令和５年 11月 30日から施行する。 
２ この通知による改正の前の改正養蜂振興法の施行に関する Q&A について（平成 24 年 11 月 1 日付け 24 生畜第 1581 号生産局畜産部畜産

振興課長通知）については、なお従前の例による。 
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対照表：養蜂振興法の適切な運用について（平成29年８月24日付け29生畜第581号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）
及び養蜂振興法の適切な運用について（令和５年11月30日付け５畜第1926号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）

養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

養ほう振興法の一部を改正する法律（平成24年法律第45号）が平成

25年１月１日に施行されてから、10年が経過しました。 

今般、養蜂振興法の施行について（平成24年11月１日付け24生畜第

1518号農林水産省生産局長通知。以下「局長通知」という。）の一部が

改正されたことを踏まえ、各都道府県において、養蜂の振興を図るた

め、養蜂振興法（昭和30年法第180号。以下「法」という。）に基づき、

下記の点に留意しつつ、引き続き適切な法運用に努められたく、貴職

から貴局管内の都道府県に対し周知願います。 

なお、本通知の発出に伴い、養蜂振興法の適切な運用について（平

成29年８月24日付け29生畜第581号農林水産省生産局畜産部畜産振興

課長通知）は廃止します。 

記 

１ 届出等の周知徹底 

（１）平成24年の法改正当時、蜂群配置の適正の確保及び防疫の迅速

かつ的確な実施を図る目的から、法第３条第１項の規定に基づき

届出が必要な者が養蜂業者のみならず、花粉交配用蜜蜂販売業者

等を含む、蜜蜂を飼育する者に拡大された。また、当該届出内容

に変更が生じた場合には、同条第３項の規定に基づき届出が必要

養ほう振興法の一部を改正する法律（平成24年法律第45号）が施行

されてから、まもなく５年が経過します。 

 改正後の養蜂振興法（昭和30年法第180号。以下、「法」。）では、

飼育の届出の対象が一部を除く蜜蜂飼育者に拡大されるとともに、蜜

源植物の保護増殖、蜂群配置の適正の確保等について、都道府県の一

定の関与の下、推進していくことが明示されました。各都道府県にお

いて、法に基づく適切な措置が講じられることにより、趣味養蜂家も

含めた蜜蜂の飼育状況が把握され、蜂群配置の適正化及び蜜蜂の適切

な飼養管理の確保が図られてきたところです。 

 養蜂の振興を図るためには、法に基づき、蜜源植物の状況に応じて

蜂群を適正に配置し、有限である蜜源を最大限活用すること等が重要

であることから、下記の点に留意しつつ、引き続き適切な法運用に努

められたく、貴職から貴局管内の各都県に対し周知願います。 

記 

（２から移動） 

今野裕泰(KONNOHiroyasu)
テキストボックス
参考資料 ５
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養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

である。このことは、各都道府県から養蜂関係者に既に周知され

てきたところではあるが、特に新たに蜜蜂の飼育を行う者等にお

いて届出等の手続に遺漏がないよう、改めて周知されたい。 

なお、当該届出は、飼育する全ての蜂群数を記載する必要があ

り、蜂蜜等生産用のみならず、花粉交配用蜜蜂の蜂群数も漏れな

く記載させるよう留意すること。 

（２）届出に記載された個人情報は、法の目的の範囲内において利用

することが可能であることから、改正局長通知の別記様式第１号

の「蜜蜂飼育届・飼育変更届」を参考に、届出を提出した者から

個人情報の利用について予め同意を得ること。 

（３）届出を行った後であっても、地域の蜜源に対して蜂群数が著し

く過剰になる場合には、蜂群配置の適正の確保のため蜂群配置調

整が必要となる。このため、改正局長通知の別記様式第１号の「蜜

蜂飼育届・飼育変更届」を参考に、届出を提出した者に、蜜蜂を

飼育するに当たり蜂群配置調整等が行われることを認識させら

れたい。 

また、各都道府県において、蜂群配置調整の必要性等について、

届出提出時に説明するとともに、HPで周知すること等により理解

醸成に努められたい。 

（４）飼育場所を変更した場合には変更の届出をする必要があるが、

農薬被害の回避を目的とした一時的な飼育場所の変更にあって

は、蜂群調整等に影響を及ぼさないものもあると考えられる。こ

のような場合に関しては、関係者で予め話し合い、農薬被害の回

避を目的とした一時的な飼育場所の変更（農薬散布期間のみ避難

場所に巣箱を移動する場合）として、変更の届出を求めないとす
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養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

るなど、配慮されたい。 

 

２ 蜜源植物の保護増殖 

蜜源植物の保護増殖については、法第６条第１項及び局長通知の

８等を勘案の上、引き続き蜜源植物の保護増殖の推進に努められた

い。あわせて、農林水産省が実施する事業等の積極的な活用も検討

されたい。 

 

３ 蜂群配置の適正の確保 

蜂群配置の適正の確保については、地域の蜂群数や、蜜源の状況

等各地域の状況に応じて関係者が話し合い、各都道府県が関与し公

正に調整・決定することが重要である。 

改正局長通知により、法第８条第１項の規定に基づく都道府県に

よる蜂群配置調整を行うに当たって、法第１条で規定されている法

の目的「蜜蜂による生産物の増産」及び「農作物等の花粉受精の効

率化」に沿った、花粉交配用の蜜蜂の安定供給、国民への甘味資源

の提供、蜜源植物の保護増殖に関する取組等の養蜂の社会的意義を

勘案すべき旨が明確にされた。また、法第３条第１項に規定する養

蜂業者以外の者であって、相当数の蜂群を飼養しているものは、養

蜂業者に含めることとし、養蜂業者の範囲が拡大された。引き続き、

養蜂業者間における蜂群配置の適正の確保に向け、円滑かつ適切な

調整の実施に努められたい。その際、都道府県は、法第８条第１項

に規定する「その他必要な措置」として、蜂群配置調整に応じない

者に対し、協議に応じることを強く促すことができる旨、御承知お

きいただきたい。 

 

 

（４から移動） 

 

 

 

 

 

１ 蜂群配置の適正化 

    適正な蜂群配置については、地域の蜂群数や、蜜源の状況等各地

域の状況に応じて関係者が話し合い、各都道府県が関与し公正に調

整・決定することが重要である。引き続き、蜂群配置の適正化の確

保に向け、円滑かつ適切な調整の実施に努められたい。 

  また、例えば、一部の蜜蜂を飼育する者が、計画を超えて蜂群数

の増加又は転飼することで、地域の適正な蜂群配置が崩れ、トラブ

ルが発生するケースもある。このため、届出に記載する飼育計画に

は実態に即した蜂群数・飼育場所を記載するよう指導する等によ

り、蜂群数等を的確に把握し、蜂群配置の適正化を確保されたい。 
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養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

 

（１へ移動） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 届出等の周知徹底 

（１）養蜂業者のみならず、花粉交配用蜜蜂販売業者や趣味養蜂家等、

蜜蜂を飼育する者については、法第３条第１項に基づき届出が必

要であり、当該届出内容に変更が生じた場合には同条第４項に基

づき届出が必要である。このことは、各都道府県から養蜂関係者

に既に周知されてきたところではあるが、特に新たに蜜蜂の飼育

を行う者等において届出等の手続きに遺漏がないよう、改めて周

知されたい。 

なお、当該届出は、飼育する全ての蜂群数を記載する必要があ

り、蜂蜜等生産用のみならず、花粉交配用蜜蜂の蜂群数も漏れな

く記載させるよう留意すること。 

（２）届出を行った後であっても、地域の蜜源に対して蜂群数が著し

く過剰になる場合には、蜂群配置の適正化のため蜂群調整が必要

となる。しかし、届出を行った後の蜂群調整に応じず、地域の蜜

蜂を飼育する者の間でトラブルが発生するケースもある。 

このようなトラブルを防止するためには、蜂群調整について、

蜜蜂を飼育する者の理解醸成を図ることが不可欠である。このた

め、各都道府県における届出や転飼許可申請の提出時期のみなら

ず、蜂群調整の実施時期及び方法等について、届出提出時に蜂群

調整を行う旨を説明するとともに、HPでの周知等により、周知及

び理解醸成に努められたい。 

（３）飼育場所変更した場合には変更の届出をする必要があるが、農

薬被害の回避を目的とした一時的な飼育場所の変更にあっては、

蜂群調整等に影響を及ぼさないものもあると考えられる。このよ
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養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

 

 

 

 

 

４ 新規に蜜蜂の飼育を行う者への技術的な指導等 

蜜蜂の飼育は、近隣住民に対し、蜜蜂による刺傷や糞害等のトラ

ブルを発生させる可能性があり、責任が伴うものである。このため、

飼育届を受理する都道府県においては、新規に蜜蜂の飼育を行う者

から届出があった場合は、養蜂を始めるに当たっての責任について

十分説明し、地域の実情に詳しい者が行う講習会の受講や既に蜜蜂

の飼育を行っている者から助言を受けること等を奨励するととも

に、それらを可能とする体制の確保に努められたい。 

 

５ 厳正かつ的確な法執行 

法に基づく届出、転飼許可等の違反事例に対しては、その態様を

十分検討の上、適切な指導や、指導しても改善されない悪質な場合

等には罰則の適用等、適切に対処されたい。 

また、都道府県は、本法への違反が疑わしく、必要があると認め

る場合は、法第９条第１項の規定に基づく立入検査等を積極的に実

施ありたい。 

さらに、都道府県の状況に応じ、法令の目的に反しない範囲内に

おいて、条例を制定することができる。 

 

（２へ移動） 

うな場合に関しては、関係者で予め話し合い、農薬被害の回避を

目的とした一時的な飼育場所の変更（農薬散布期間のみ避難場所

に巣箱を移動する場合）として、変更の届出を求めないとするな

ど、配慮されたい。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 厳正かつ的確な法執行 

 法に基づく届出、転飼許可等の違反事例に対しては、その態様を

十分検討の上、適切な指導や、指導しても改善されない悪質な場合

等には罰則の適用等、適切に対処されたい。 

 

 

 

 

 

 

４ 蜜源植物の保護増殖 
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養蜂振興法の適切な運用について（令和５年 11月 30日付け５畜第

1926 号農林水産省畜産局畜産振興課長通知）新通知 

養蜂振興法の適切な運用について（平成 29年８月 24日付け 29生畜

第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興課長通知）現行通知 

蜜源植物の保護増殖については、法第６条第１項及び「養蜂振興

法の施行について」（平成24年11月1日付け24生畜第1518合農林水産

省生産局長通知）の８等を勘案の上、引き続き蜜源植物の保護増殖

の推進に努められたい。あわせて、農林水産省が実施する事業等の

積極的な活用も検討されたい。 

附 則 
この通知による改正の前の養蜂振興法の適切な運用について（平成 29 年８月 24 日付け 29 生畜第 581 号農林水産省生産局畜産部畜産振興

課長通知）については、なお従前の例による。 



ミツバチを飼育する方々へ

スズメバチ

フンの被害刺傷事故

★ ミツバチを飼育する全ての者は、毎年１月末までに飼育届を住所地の都道府県に提出する必
要があります。届出をせず飼育を継続した場合、法に基づき過料に処されるおそれがありま
す。（養蜂振興法第３条第１項、第14条）

★ セイヨウミツバチ、ニホンミツバチ、どちらも届出が必要です。
★ 「自然巣洞」や「重箱式」等の飼育方法でも、反復利用している場合は届出が必要です。
★ 飼育届の受理をもって蜂群の配置が許可されるものではありません。ミツバチの飼育を始

める前には周辺のミツバチ飼育者と配置調整が必要であり、調整の結果次第で飼育場所の再検
討や蜂群数の減群等を求められる場合もあります。

ミツバチの飼育の際に気を付けること

（問い合わせ先）
○○県○○課 TEL：○○ – ○○○○ – ○○○○
農林水産省 畜産局畜産振興課 TEL：03 – 3591 – 3656

（ミツバチ飼育の技術指導手引書関係）
○○県養蜂組合 TEL：○○ – ○○○○ – ○○○○
（一社）日本養蜂協会 TEL：03 – 3297 – 5645 

ふそ病やバロア症(ダニ)などの被害

○ 適切な管理を行っていないと、ふそ病や
バロア症(ダニ)などの病気の温床となり、
他の養蜂家にも影響を与えることがありま
す。マニュアル等を参考に適切に管理しま
しょう。また、異常が見られた場合は近隣
の家畜保健衛生所に連絡してください。

○ 秋になると、ミツバチを餌とするスズメ
バチが巣に飛来することがあります。スズ
メバチは攻撃性が強く、周辺の住民が刺さ
れることがあるため大変危険です。

○ ハチのフンにより、周辺住民の洗濯物や
車を汚してしまうことがあります。飼育場
所の周辺には十分配慮しましょう。

○ ミツバチが人を刺すこともあるため、周
辺の人には飼育のことを伝え、理解を得て
おきましょう。特に、春から夏にかけては
分蜂防止対策を講じる等、適正な群数の維
持に努める必要があります。

都道府県への飼育届の提出

ミツバチの飼育は周辺住民や他の飼育者との
トラブルが起こる可能性があるので注意が必要です。

日頃から周辺の住民の方に対し、ミツバチを飼育することへの理解を得るためにコミュニケーショ
ンをとっておくことが重要です。また、飼育に関する知識や技術を習得することでトラブルを未然に
防ぐこともできますので、ご自身で勉強するとともに、地域の実情に詳しい方が行う講習会の受講や既
に蜜蜂の飼育を行っている方から助言を受けるなど、適切な対応を取るようにしましょう。

トラブルを起こさないために

よくあるトラブル

（令和５年12月改正）
参考資料６-１



腐蛆病（ふそびょう）について

バロア症（ダニ）について

★ ふそ病の発生蜂群は焼却し、本病の蔓延を防止

します。盗蜂（ミツバチが他の巣の蜜を盗む行

為）も感染原因となるため発生群の適切な処理が

必要です。

★ ふそ病はふそ病菌（アメリカふそ

病菌・ヨーロッパふそ病菌）により

発症する疾病で、家畜伝染病予防法

により法定伝染病に指定されていま

す。蜂の幼虫が病原体を含む餌を摂

取したときに、発症し死亡します。

ふそ病

感染予防

↑ヨーロッパふそ病に
よって死亡した蜂児

←アメリカふそ病に
よって死亡した蜂児

写真:：（一社）日本養蜂協会より

★ バロア症はミツバチの外部に寄生するミツバチヘギイタダニによる疾病で、

届出伝染病に指定されています。寄生したミツバチを弱らせて養蜂業に経済

的被害を与えています。

ミツバチヘギイタダニ

★ 感染予防には成蜂や蜂児の移動禁止などの管理対策が必要です。また、寄生

したダニを駆除するため、殺ダニ剤による薬剤処理等の対策を行います。

バロア症

感染予防

感染していると棒を巣
房に差し込み引き出す
と糸を引いた状態にな
ります。

◎ ふそ病やバロア症の防除技術など養蜂の飼養管理に関するマニュアル等の情報は以下のサイ
トに掲載されているので参考にしてください。

http://www.beekeeping.or.jp/technology



※ 試験研究用又は蜂蜜等の自家消費のために小規模で蜜蜂を飼育する個人を除き、
反復継続して蜜蜂を飼育している場合は、養蜂業者にあたります。

【蜜蜂飼育者の皆様へ】
配置調整へのご協力をお願いします。

ポイント

★ 蜜蜂を飼育する全ての方は、毎年１月末までに、飼育届を住所地の
都道府県に提出する必要があります。

★ 飼育届は、提出をもって飼育が許可されるものではなく、提出後に
蜂群の配置調整が必要となる場合があります。

★ 飼育計画に基づかない蜂群数の増加や飼育場所の変更は、飼育変更
届の提出が必要になるとともに、改めて蜂群の配置調整が必要となる
場合があります。

○お問い合わせ先
農林水産省畜産局畜産振興課
TEL：03-3591-3656（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ） ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：beekeeping@maff.go.jp
○○県○○課
TEL：○○○ ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：○○○

お願い

飼育届の徹底と都道府県による蜂群配置の適正化への
ご理解・ご協力をお願いします。

蜜蜂飼育者間のトラブルの回避や、限られた蜜源の有効活用、
疾病まん延の防止等に寄与します。

限られた蜜源植物を、蜂群同士が争うこと
なく最大限利用するためには、地域の蜜源
植物の植栽状況に応じた蜂群の

配置調整が必要です。

★ 不適切な管理による病気の発生は、地域の適正な蜂群配置等に悪い
影響を与えます。

★ 今般、蜂群の配置調整の対象となる「養蜂業者※」の範囲が拡大さ
れましたので、ご注意ください。

（令和５年12月改正）

参考資料６-２
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